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序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　効果的、効率的かつ透明性の高い援助を実施するには、開発途上国のニーズに応えた適切な案

件を積極的に発掘・形成することに加え、協力の終了後に、その援助がどれだけの効果をあげた

のかを確認し、その結果得られた教訓・提言を、評価対象案件のフォローアップや新規援助案件

の計画立案や実施に役立てることが重要です。

　本報告書は、平成10年８月および11月に派遣されたタイの東部臨海開発に関するＪＩＣＡ-

ＯＥＣＦ合同評価調査の調査結果を取りまとめたもので、本報告書において指摘されている教訓

や提言については、今後の類似案件を実施する際に大いに役立てていく所存です。

　本評価調査の実施にあたっては、日本・タイの関係者の方々に多大なご協力をいただきまし

た。ここに、ご協力いただきました関係各位に対して、心より感謝の意を表するとともに、今後

のご支援をお願いする次第です。

　平成11年12月
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第１章　評価調査の概要第１章　評価調査の概要第１章　評価調査の概要第１章　評価調査の概要第１章　評価調査の概要

１－１　本評価調査の経緯、目的１－１　本評価調査の経緯、目的１－１　本評価調査の経緯、目的１－１　本評価調査の経緯、目的１－１　本評価調査の経緯、目的

　タイのチャチェンサオ、チョンブリ、ラヨン県にまたがる東部臨海地域は、バンコクに近接し

ていること、地形的に深海港の建設が可能であること、シャム湾で天然ガスが発見され、国内資

源の活用による産業振興が可能なことなど、工業開発における恵まれた環境を有している。この

ことからタイ政府は1980年代より同地域の開発を国家社会経済開発計画の最優先課題の一つとし

て位置づけ、インフラの整備、工業団地の建設などの事業を実施してきている。

　この計画に対し、日本も1980年代から積極的な協力を表明し、ＪＩＣＡによる開発調査の実

施、専門家の派遣およびＯＥＣＦの円借款事業により多大な貢献を行ってきた。ＪＩＣＡによる

開発調査で計画された案件のほとんどは円借款によって事業化されており、同地域の開発計画

は、タイ政府のイニシアティブのもと、技術協力と資金協力が有機的に連携し成功した例という

ことができる。またタイの国内において、これら両政府の強力な支援により、同地域は内外の投

資を集めタイの工業化の牽引役になっている。

　以上のような背景から、本件の計画、実施過程を評価調査によって整理し、今後の連携案件の

実施、また地域開発のための協力に向けて教訓を導き出すことは、ＪＩＣＡ、ＯＥＣＦ双方に

とって有益であると考えられる。

　一方、評価監理室は開発調査を評価する試みとして、1996年度より円借款によって事業化され

た開発調査案件をＯＥＣＦと合同で評価調査を実施している1。これまで農業セクター、交通イン

フラセクターの案件協力を評価しているので、３度目の合同評価である今回は、工業セクターを

取り上げたいと考えた。ＯＥＣＦは、タイの東部臨海地域開発を総合的に評価したいという希望

を有していたことから、今年度の合同評価の対象として、タイ東部臨海地域開発を取り上げたも

のである。

　ただし、協力の計画、実施プロセス、結果（協力効果）を総合的に分析し、将来の類似案件実

施のためのフィードバックを目的としたＪＩＣＡの評価に対し、ＯＥＣＦの評価は産業集積を促

すきっかけとしての借款によるインフラ整備の有用性を証明することに重点を置いており、両者

の関心には相違がある。また、評価対象についても、ＯＥＣＦは円借款事業を行った全案件を対

象事業としたいということから、ＪＩＣＡの開発調査とは必ずしもスコープが一致しない。した

がって、現地調査の実施における協力、情報の共有は最大限に行いながらも、報告書はＪＩＣＡ、

ＯＥＣＦそれぞれが独自の視点で作成することとなった。

１　1996年度　「インドネシア国ランケメ灌漑開発計画」
　　1997年度　「フィリピン国道路分野案件」
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１－２　評価対象案件および評価の視点１－２　評価対象案件および評価の視点１－２　評価対象案件および評価の視点１－２　評価対象案件および評価の視点１－２　評価対象案件および評価の視点

　わが国は、タイ政府が進める東部臨海地域の開発を積極的に支援する方針を示した。1981年の

鈴木首相（当時）の訪タイに始まり、同年の経済協力総合調査団（大来ミッション)、タイのブ

レム首相（当時）の来日などの要人の訪問の際に、日本の協力の意向を表明している。

　ＪＩＣＡは、下記のとおり多岐にわたる協力を実施したが、これらは、タイ政府が設立した

「東部臨海基礎産業開発委員会（ＤＢＩＥＳ)」によって報告されたタイ政府の開発計画の骨子

(マプタプット地区への重化学工業地帯および工業港の建設、ラムチャバン地区への労働集約的

軽工業地帯と商業港の建設）を基本として、水資源開発、港湾開発、工業開発の分野で計画作成

およびフィージビリティ調査を行うものであった。

(１) 水資源開発

　・東部水資源開発計画調査（フィージビリティ調査）　1980～1982

　・東部水資源開発計画調査（フェーズII）(フィージビリティ調査）　1981～1983

　・東部海岸パイプライン建設実施設計調査（Ｄ／Ｄ）　1981～1982

　・ノンコー～ラムチャバン間送水パイプライン建設計画（フィージビリティ調査）　1983

(２) 港湾開発

　・東部工業港開発計画（マスタープラン）(フィージビリティ調査）　1982～1983

　・船舶修理ヤード建設計画（フィージビリティ調査）　1982～1985

　・ラムチャバン港輸送施設計画（マスタープラン）　1988～1989

(３) 工業開発計画作成

　・ラムチャバン臨海部開発計画（マスタープラン）(フィージビリティ調査）　1983～1984

　・ラムチャバン工業基地開発計画（フィージビリティ調査）　1987～1988

　合計　９件　20.2億円

(４) 個別専門家派遣

　・｢投資促進：企業誘致アドバイザー」　1986～1988 （約0.2億円）

(５) 無償資金協力

　・東部臨海開発環境保全計画　1984 （1.2億円）

　　(移動式大気観測機材、移動式水質検査機材）
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　このようにＪＩＣＡの協力は多岐にわたっているが、今回評価ではラムチャバン工業基地

開発計画を中心に調査を実施し、工業開発を軸にした地域開発に協力するにあたっての教訓

を引き出すことを目的に、以下の４点を検証することに主眼をおくことにした。

　　＜ＪＩＣＡの協力の整理＞

ａ) 東部臨海地域開発は効率よく実施されたか。

ｂ) ＪＩＣＡの各開発調査の提言は十分に活用されたか（現在までの開発および今後の

開発計画)。

　　｢ラムチャバン工業基地開発計画」(投資誘致政策の提言を目的とした開発調査)

ｃ) ｢ラムチャバン工業基地開発計画」で提言された投資誘致政策はタイ側の企業誘致政

策にどのように影響を与えたか。

ｄ) ｢ラムチャバン工業基地開発計画」で設定した目標は達成できたか。

ｅ) タイ工業団地公社はＪＩＣＡの協力を生かし、どのように工業団地の実施、運営を

しているか。

１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成

　評価計画 井本　佐智子（ＪＩＣＡ評価監理室）

　工業開発政策評価 藤橋　道夫（株式会社大和総研）

　ローカルコンサルタント Thailand Development Research Institute Foundation

（ＴＤＲＩ）

　（なお、ＯＥＣＦと合同で実施した第一次現地調査には、井本団員のみが参加）
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１－４　現地調査日程１－４　現地調査日程１－４　現地調査日程１－４　現地調査日程１－４　現地調査日程

(１) 第一次現地調査（ＯＥＣＦ）と合同

(２) 第二次現地調査日程

８月

３（月）

４（火）

５（水）

６（木）

７（金）

８（土）

９（日）

10（月）

訪問先（訪問目的）面会者

在タイ日本大使館表敬　木寺公使

タイ側関係機関：財政政策局（ＦＰＯ)、国家経済社会開発委員会（ＮＥＳＤＢ)、工

業団地公社（ＩＥＡＴ)、タイ石油庁（ＰＴＴ）との打合せ

投資委員会（ＢＯＩ）訪問（Mr. Jitra Kullavanich)、ＰＴＴ訪問（Dr. Kwang,Ms.

Panatda)、ＪＥＴＲＯ訪問（吉川氏）

ＮＥＳＤＢ訪問（Dr. Pornchai)、ＩＥＡＴ訪問（Ms. Prapaiwan）

タイ湾港湾庁（ＰＡＴ）訪問（Mr. Prayoonkich）

ラムチャバン工業団地訪問（Dr. Sanit)、富士通工場訪問

ラムチャバン港訪問（Commander Karn)、ノンコー～ラムチャバン送水管、ノンコー貯

水池視察

マプタプット工業団地訪問（Mr. Inthon,Ms. Suwanna)、ヤマト工場見学

マプタプット港訪問（amr. Vitoon)、天然ガスプラント見学、ドックブイ貯水池視察、

マプタプット～サタヒップ送水管視察

イースタン工業団地訪問（Mr. Naradol,Mr. Nirun)、東部臨海工業団地訪問

資料整理

ＪＩＣＡ事務所報告（安達一所員）

11月

９（月）

10（火）

訪問先（訪問目的）面会者

在タイ日本大使館（表敬）　一等書記官：野崎謙二氏、小宮敦史氏

タイ国技術経済協力部（ＤＴＥＣ）(表敬）　Director of External Cooperation

Division １：Mr. Apinan PATIYANON、日本担当主査：Mr. Banciiong AMORNCIIEWIN

ＪＩＣＡタイ事務所（表敬）　岩口健二所長、鷲見佳高次長、籌満彦所員

投資委員会（ＢＯＩ）(調査）

Senior Advisor：Mr. Pairot SOMPOUTI、Assistant Director（Eastern Region

Investment & Economic Center）：Ms. Bussarakum SRIRATANA

工業団地公社（ＩＥＡＴ）(表敬）Governor：Dr. Somchet THINAPHONG
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11（水）

12（木）

13（金）

14（土）

15（日）

16（月）

17（火）

18（水）

19（木）

工業団地公社（ＩＥＡＴ）(調査）

Cheif of Project Management Division：Ms. Wanwimol SRIPONGPUK

Governor Office ：Mr. Khemachart PITAK

Director of Project Management Division ：Mr. Chinda CHARANRUANGTIRAKUL

Director of Investment Promotion Division ：Ms. Prapaiwan MUTHITACHAROEN

Director of Technical Division：Ms. Srivanik WARANAWAT

資料整理

タイ開発研究財団（ＴＤＲＩ）(調査打合せ）

Vice President：Dr. Nipon POAPONGSAKORN

Industrial Policy Specialist：Mr. Somkiat TANGKITVANICH

Senior Researcher ：Ms. Suwanna TULYAWASINPHONG

ＪＩＣＡタイ事務所（調査中間報告）鷲見佳高次長、籌満彦所員、上垣素行所員

チョンブリ県パタヤへ移動

資料整理

ラムチャバン工業団地公社（ＩＥＡＴ）

所員：Dr. Sanit BANTUCHAN,Public Relations Officer：Ms. Siriphan CHOBJIT

ラムチャバン港（調査、見学）

Director of Port Operations Division：Mr. Decha PONGPAIROJ

マプタプット工業団地公社（ＩＥＡＴ）(調査、見学）

所長：Mr. Intorn SAPTA,Public Relations Officer ：Ms. Suwanna DOKMAIKLEE

マプタプット港(調査、見学）Senior Engineer :Mr. Vitoon UTHIM

以下の企業14社（1.～14.）はいずれもラムチャバン工業団地入居企業に対するイン

タビュー調査

1. Siam Asahi Technoglass Co.,LTD.(SAT)社長：沼田隆氏、Senior Professional

Advisor (Purchase Division): 小沼健氏

2. Siam NEC Co.,Ltd. Advisor & Director: 宮内哲三氏

3. Heatec Co.,Ltd. Plant Manager: Mr. Rungpunth PANUMMA

4. Acushnet FOOT-JOY (Thailand) Limited General Manager: Mr. Supachai

LAMLERTKITTIKUL, Administration Manager: Ms. Nantaporn KOTCHARIT

5. MULTIBAX 社長： Mr. Anuwat SUTHMAHATAYANGKUN
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20（金）

21（土）

22（日）

23（月）

24（火）

25（水）

26（木）

6. Summit Laemchabang Auto Seats Manufacturing Co., LTD. Plant Manager：

Mr. Somchai CHANGCHAREON

7. Siam Compressor Industry Co., LTD.(SCI)社長：東條隆博氏

8. Thai DNT Paint MFG.CO., LTD. ラムチャバン支所 支所長：大谷稔氏、工場

長：太田健一氏

9. Summit Showa Manufacturing CO., LTD. Acting Director: Mr. Kazuo AOKI,

Director：Mr. Thawat ROJANAVANICHKIT

資料整理

資料整理

10. Bangkok Magnet Corporation (BMC）社長：金子修一氏、General Manager：

Mr. Ampol TILAGUL

11．Asahi Somboon Metals Co., LTD.(ASM）福社長：金岩彰氏

12．MMC Sittipol Co., LTD.(MSC) Senior General Manager：Mr. Katsuhito

IDA

ＯＥＣＦ（資料貸与)、バンコク日本人商工会議所（資料収集）

工業省（ＭＯＩ）(調査）

Deputy Director-General of Department of Industrial Promotion：Mr. Satit

SIRIRANGKAMANONT, Foreign Relations Officer：Mr. Rak CHAROENSIRI

工業団地公社（ＩＥＡＴ）(調査）

Chief of Project Management Division：Ms. Wanwimol SRIPONGPUK

Governor Office：Mr. Khemachart PITAK

13．Fujitsu General (Thailand）Co., Ltd. Manager of Administration

Division：Mr. Y. Tanaka

14．International Manufacturing Services (IMS) (Thailand）Ltd. Director of

Thailand Operations：Mr. Pichai DUANGTAWEESUB BOI（資料収集）

Eastern Region Investment & Economic Center：Ms. Thayaporn SRISUNG

ラムチャバン工業団地公社（ＩＥＡＴ）(調査）

周辺商業施設（シラチャ）見学

（バンコクへ移動）

三井物産（株）(調査）不動産開発建設部長：斎藤太嘉志氏
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ＪＩＣＡタイ事務所（調査報告）　梅崎裕次長、鷲見佳高次長、籌満彦所員

国家経済社会開発委員会（ＮＥＳＤＢ）(調査）

Senior Economic Advisor. Dr. Pornchai RUJIPRAPA 、東部臨海開発委員会

（ＯＥＳＢ）：Ms. Chuthatip MANEEPONG

在タイ日本大使館（調査報告）　木寺昌人公使

住金物産（株）(調査）事業開発検討プロジェクトチームチームマネージャー：

竹葉隆二氏

三菱電機（株）グローバルマーケティング本部海外地域戦略エリアマーケティン

ググループ専任：松浦文隆氏、関係会社事業推進本部事業推進部部長代理：仁品

章氏、住環境海外事業部海外計画部国際事業推進グループ：鶴道広氏

（井本団員は、９日から13日のみ参加。）

12月

３（木）

11（金）

１１１１１－５　事後評価の方法－５　事後評価の方法－５　事後評価の方法－５　事後評価の方法－５　事後評価の方法

(１) 評価作業の流れ

１) 現地調査事前準備

ａ) 既存の資料により、当該地域への日本の協力実績を整理する。

ｂ) 調査項目を検討し、評価グリッドおよび質問票を作成する。

２) 現地調査

ａ) 関係機関を訪問し、必要資料、データを収集する。

ｂ) 東部臨海地域の現況を把握し、ＪＩＣＡの開発調査で策定した当初計画と比較する

とともに、今後のタイ側の開発計画を調査する。

ｃ) 政府関係者およびラムチャバン工業団地に進出している民間企業への聞き取り調査

を実施し、その結果をまとめる。

３) 取りまとめ作業

ａ) 現地調査結果の整理・分析を行う。

ｂ) ラムチャバン地域に進出している日本企業の本社、親会社へのインタビューを実施

し、現地調査で得たデータを補強する。

ｃ) 報告書を作成する。
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第２章　評価要約第２章　評価要約第２章　評価要約第２章　評価要約第２章　評価要約

２－１　評価概要２－１　評価概要２－１　評価概要２－１　評価概要２－１　評価概要

２－１－１　東部臨海地域開発計画に対するＪＩＣＡの協力

　東部臨海地域開発計画におけるＪＩＣＡの協力の全体的評価は、以下のとおりまとめられ

る。

(１) 効率性

　ＪＩＣＡ各調査、専門家派遣は、タイ側の開発のタイミングにうまく適合し、その実

施上の指針となって開発を支援した。ＪＩＣＡ調査後ＯＥＣＦ資金協力前におけるタイ

政府による追加調査は行われておらず、効率的な計画作成および資金調達が行われたと

判断できる。

(２) 目標達成度

　ＪＩＣＡがマスタープランを作成したプロジェクトのほとんどがほぼ計画どおりに進

捗し、所期の目的を達成している。一部に計画の変更もみられたが、これは経済状況そ

の他の変化に応じたタイ側の適切な変更であった。

(３) インパクト

　タイ全国のＢＯＩ投資認可額における東部地域の割合は1991年23％から1997年75％へ

拡大（金額ベース）し、東部臨海地域の開発計画は、タイ国における産業集積基地とし

ての東部臨海地域の発展をもたらした。一極集中の問題が顕在化していた首都圏から、

200 社が東部臨海地域に移転し、この意味でもインパクトがあった。しかし、マプタ

プット工業団地では大気汚染などの環境問題が指摘されている。現在の所深刻な状況で

はないが、環境汚染についてはタイ側の継続的モニタリングが必要である。

(４) 妥当性

　ＪＩＣＡの調査によるマプタプット港・住宅団地の位置、ターミナル運営の民間委託

などの提言は実現され、開発計画の成功を支援することができた。タイ政府は現在も、

既開発地域の継続的な開発推進、高速道路網整備による内陸部への開発拡大を計画して

おり、この現状からもＪＩＣＡ調査の内容は妥当なものであったと判断される。
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(５) 自立発展性

　開発された港の利用は順調に増加している。東部臨海地域の工業団地はほぼ満杯で、

タイ工業団地公社（ＩＥＡＴ）も決算上黒字を計上している。タイ政府も東部臨海地域

開発に対する将来にわたる継続支援を表明しており、きわめて自立発展性が高い。

２－１－２　ラムチャバン工業基地開発計画

　1988年にＪＩＣＡが実施した「ラムチャバン工業基地開発計画調査」の評価は以下のとお

り。

(１) 効率性

　ＪＩＣＡ調査はラムチャバン工業団地開業１年前にタイミングよく実施され、投資誘

致策の基本方針決定に貢献することができた。

(２) 目標達成度

　1997年にラムチャバン工業団地は満杯になり、重化学工業以外の非公害・輸出型労働

集約産業の誘致目標を達成した。特にＪＩＣＡ調査の通信設備の拡充にかかわる提言

は、販売促進につながった。

(３) インパクト

　民間投資750億バーツ（うち、外資80％超）を導入し、４万8000人の雇用を創出した。

80％以上が日系などの合弁企業で、現地企業への技術移転を進捗させた。入居企業中最

大の自動車組立メーカーは、事実上首都圏からの移転であった。また工業団地周辺に、

病院、学校、商店街、ゴルフ場など多くが建設され、地域開発にも貢献した。

(４) 妥当性

　ラムチャバン工業団地の誘致目標産業は、タイ政府の産業政策に合致し、現在もなお

妥当といえる。ＪＩＣＡ調査の立地期待産業種提言（非公害型・輸出志向型・労働集約

型・非重化学工業）に沿った業種選定が行われた。入居企業に対する窓口一本化の提言

も有効であった。

(５) 自立発展性

　入居企業は今後も定着を希望している。工業団地公社は現在も誘致営業を活発に展開

している。管理運営面の課題はあるが、ラムチャバン工業団地の立地メリットが大き
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く、今後も維持発展が可能と判断される。

２－２　教訓２－２　教訓２－２　教訓２－２　教訓２－２　教訓

　ラムチャバン工業団地の現状と、主に工業団地の入居企業調査から、｢工業団地を核とした地

域開発」案件について、主な教訓は以下のとおりである。

(１) 建設時期の重要性

　工業団地は民間企業の誘致ができなければ成功しないので、その国および周辺地域の

経済動向に大きく左右される。したがって、事前の市場環境調査を入念に行い、適切な

建設時期を判断する必要がある。タイでは1985年以降に工業団地の需要が急増し、1993

年をピークとして供給過剰に反転したが、ラムチャバン工業団地は1988年に調査を行

い、1990年に完成・販売され、７年間でほぼ完売した。

(２) 立地

　ラムチャバン工業団地の入居企業は、工業団地公社の管理運営については不満をもっ

ていても、立地条件がよいために移転は考えていないと答えた企業が大多数であった。

ラムチャバン工業団地は港に近いという有利な立地であるが、それ以上に実際の工場の

操業、従業員の採用定着にとって、首都圏に近いうえに、基本的社会インフラを備えた

県庁所在地から20km圏内ということが、大きな魅力になっている。このような従業員の

生活環境までも含めて、立地を考えることが重要である。

(３) キーテナントの誘致

　組立メーカー、現地財閥などの大企業の誘致に成功すれば、その協力企業群をも比較

的容易に誘致できる可能性が高い。キーテナントの誘致に営業のポイントをおくことに

よって、販売業務が軽減されるとともに、キーテナントを取りまく裾野産業、中小企業

群が周辺地域に立地し、地域産業振興に対しても大きな貢献ができる可能性が高い。し

たがって、キーテナントの誘致のための戦略を作成することが成功の鍵となる。

(４) 管理運営（メンテナンス）業務の充実

　上述のとおり、立地条件がよければ企業は定着する傾向がみられるが、日常の管理運

営業務がずさんであれば、工業団地に対する全般的な満足度が低くなる。管理運営業務

は予算不足などの問題もあるが、民間的なサービス精神の欠如も一因と考えられる。民

間委託などの合理化も含め、工業団地完成後の運営管理についても重視する必要がある。
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(５) 長期的な視野に立った投資採算計画

　ラムチャバン工業団地は土地賃貸方式であり、リース料も比較的低く抑えられてい

る。これは入居企業にとってはメリットであるが、金利水準の高いタイのような国で

は、工業団地公社側の重い資金負担を意味する。これが予算不足による管理運営業務の

不徹底などにも影響する可能性もあるので、管理運営業務のコストを含んだ、より長期

的な視野に立った投資採算計画が必要と考えられる。
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第３章　東部臨海地域開発の概要第３章　東部臨海地域開発の概要第３章　東部臨海地域開発の概要第３章　東部臨海地域開発の概要第３章　東部臨海地域開発の概要

３－１　タイ国工業化の変遷３－１　タイ国工業化の変遷３－１　タイ国工業化の変遷３－１　タイ国工業化の変遷３－１　タイ国工業化の変遷

　1950年代には、国営企業主導型経済開発が試みられたが成功せず、1960年代民間主導型の経済

開発が始められ、外資導入による輸入代替工業化の進展によって年間平均ＧＤＰ成長率8.0％と

順調な経済成長を達成した。この背景の一つとして、ヴィエトナム戦争の特需および米国からの

援助もあった。1970年代に入ると輸入代替工業化の一巡による民間投資の停滞、第一次オイル

ショックによる原油価格の急騰、ヴィエトナム戦争の終結などにより年間成長率も平均6.8％へ

鈍化した。1980年代前半は、第二次オイルショックとその後の世界同時不況の影響から成長率も

平均5.4％にとどまった。しかし1980年代後半は、1985年のプラザ合意後の急激な円高・ドル安

による日本などからの直接投資の大量流入に触発された国内民間投資増・輸出志向型製造業の積

極的誘致による輸出増などによって高度成長スパイラルに入った。この間、同時に急速な工業化

が進展し、産業構造も大きく変化した。

表３－１　産業構造の変化（単位：％）

1980年 1985年 1990年 1995年 1996年

農業 23.2 15.8 12.5 11.0 11.0

鉱業 1.8 2.5 1.6 1.2 1.4

製造業 21.5 21.9 27.2 28.2 28.4

建設業 4.4 5.1 6.2 7.3 7.4

サービス業等 49.0 54.7 52.5 52.3 51.8

ＧＤＰ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　（出所）ＮＥＳＤＢ

　表３－１から、1980年当時首位であった農業の比率が減少し、1985年以後製造業が首位に立

ち、特に1980年代後半に大きく伸長したことを読み取ることができる。製造業のなかでも特に一

般機械、電子機器の２業種のシェア拡大が顕著であった。

　同様の傾向は、輸出品目の構成変化においてよりはっきりと現れている。農林水産物のシェア

が1980年の51.1％からへ1996年16.4％へ激減したのと対照的に、工業製品のシェアは1980年の

32.2％から1996年81.5％へと著増している。
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表３－２　輸出品の構成変化（単位：％）

1980年 1985年 1990年 1995年 1996年

農林水産物 51.1 43.6 22.6 16.5 16.4

鉱物 11.6 5.2 1.3 0.5 0.7

工業製品 32.2 49.4 74.7 81.9 81.5

その他 5.1 1.7 1.5 1.1 1.4

輸出合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　（出所）タイ中央銀行

　1980年代の平均ＧＤＰ成長率は7.9％であったが、1988～1990年間は２けた成長を達成した。

1990年代に入ってからは安定的高度成長へ移行し、1991～1995年間の平均成長率は8.6％であっ

た。ただし1996年の成長率は、1994年の中国元の切下げ（対USドル33％切下げ)・1995年後半の

円安などによる輸出不振から5.5％へ低下し、1997年７月の通貨危機により1997年は初めてのマ

イナス成長を経験し、さらに1998年の大幅減につながっている。政府予測によれば1998年で底打

ちし、1999年はプラス成長へ回復すると見込まれている。

　製造業の就業者シェアも工業化の進展とともに向上してきた。表３－３のように1981年7.1％

から1997年14.0％へと倍増している。

表３－３　就業者の産業別構成（単位：％）

1981年 1987年 1993年 1997年

農林水産業 71.9 62.2 57.1 48.4

製造業 7.1 10.0 12.4 14.0

建設業 1.9 2.7 5.1 6.4

商業 8.4 10.9 11.4 13.8

サービス業 8.4 10.8 10.7 13.3

その他 2.3 3.4 3.3 4.1

合計 100.0 100.0 100.0 100.0

　　（出所）労働社会福祉省
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表３－４　ＧＤＰ成長率（単位：％）

1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989

4.8 5.9 5.4 5.6 5.8 4.6 5.5 9.5 13.3 12.2

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

11.2 8.6 8.1 8.4 8.9 8.8 5.5 -0.4 -8.0 1.0

　　（出所）ＮＥＳＤＢ等、1998年は速報値、1999年は政府予測

３－２　東部臨海地域の役割３－２　東部臨海地域の役割３－２　東部臨海地域の役割３－２　東部臨海地域の役割３－２　東部臨海地域の役割

　1973年のシャム湾における天然ガス発見は、石油資源のなかったタイにエネルギー自給と工業

化への道を開いた。1981年東部臨海開発委員会が設置されそこで主要な政策方針が決定され、

1985年には総合企画調整を担当する部署として国家社会経済開発委員会（ＮＥＳＤＢ）内に東部

臨海開発委員会事務局（ＯＥＳＢ）が設置された。東部臨海開発計画はマプタプット計画、ラム

チャバン計画および関連インフラ整備計画から成る大規模工業・地域開発計画であり、その目

的・役割は以下のようにまとめられる〔タイ国経済・産業・社会に対する東部臨海開発の位置

づけ・インパクト・評価などにかかわる諸政府機関（ＭＯＩ、ＮＥＳＤＢ・ＯＥＳＢ、ＢＯＩ、

ＩＥＡＴ）の見解はAppendix２政府関係機関調査結果参照〕。

表３－５　東部臨海地域の目的・役割

　 東部臨海地域計画 目的・役割

マプタプット計画 天然ガス利用による重化学工業の振興

ラムチャバン計画 無公害・輸出志向型労働集約軽工業の振興

関連インフラ整備計画 地域開発：雇用創出、格差是正、首都圏一極集中の緩和

３－２－１　東部臨海地域の現状

　東部臨海開発計画の具体的内容、開発の現況および今後の予定の概要は以下のとおりであ

る。
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表３－６　東部臨海地域の現況

計画 プロジェクト 完成年月 現況

マプタプ マプタプット フェーズ１ (1992.2) 年間貨物取扱高273万トン

ット計画 工業港 フェーズ２ (1999予定)

マプタプット フェーズ１ (1990.5) 4,093ライ(住宅団地498ライ)

工業団地 フェーズ２ (1992.8) 1,507ライ(住宅団地1,502ライ)

フェーズ３ (土地取得中) 1,097ライ(住宅団地498ライ)

その他天然ガス分離プラント・送水管・鉄道建設事業等

ラムチャ ラムチャバン フェーズ１ (1991.12) 年間コンテナ取扱高104万トン

バン計画 商業港 フェーズ２ (2008予定) 年間コンテナ取扱高500万トン

ラムチャバン フェーズ１ (1991.3) 2,908ライ

工業団地 フェーズ２ (1996.4) 648ライ

フェーズ３ (土地取得中) 500ライ

その他送水管・貯水池・鉄道建設事業等

その他 マプタプット・ラムチャバン以外の東部臨海地域の道路・鉄道等建設事業

　　（注）１ライ＝1,600㎡　(出所）OESB‘The Eastern Seaboard Program Sep.1998’

３－２－２　タイにおける東部臨海地域の位置づけ

　東部臨海開発委員会の委員長は首相であり、東部臨海開発計画は第５次経済社会開発５カ年

計画（1982～1986年）の最優先課題と位置づけられ、以後の計画にも引き継がれてきた。

　東部臨海３県を中心とする８県から成るタイ東部地域におけるＢＯＩ認可事業の、全国認可

事業に対するウエイトは高く、1991年の22.6％から1997年には49.4％に増加し、過去３年間

（1995～1997年）の合計では実に64.7％に及んでいる。また過去３年間のＢＯＩ認可事業によ

る新規雇用者総数64万4000人のうち、約38％（24万2000人）の雇用が東部地域において創出さ

れている。

　これは、東部地域の人口が全国の6.3％にしかすぎないことを考慮すれば、東部地域の工業

化が著しく進捗し、首都圏以外の第二の産業センター（タイ国産業立地の第二エンジン）が着

実に構築されつつあり、地域開発政策の成果が現れてきているといえよう。それは東部地域の

１人当たり所得（1994年）が、依然大きな開きはあるものの、首都圏に次いで第２位に成長し

ている事実にも現れている。また過去３年間の新規雇用シェアが38％であるのに対し、投資金

額シェアが64.7％に達していることは、東部地域への投資がより付加価値の高いハイテク型産

業を志向していることを表すと考えられる。
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表３－７　ＢＯＩ認可事業

地域 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

件　数 東部 130(22％) 105 190 356 416 379 343(37％)

（件） 全国 605 394 856 1,191 1,197 975 920

金　額 東部 2,501(23％) 8,230 1,706 6,216 17,102 14,559 2,389(49％)

全国 11,084 1,128 7,052 10,048 23,204 21,278 4,839

（出所）ＢＯＩ　(金額単位）100万USドル、ただし1997年のみ億バーツ

表３－８　地域別人口・１人当たり所得（1994年）

地域 人口（千人） １人当たり所得（US$）

バンコク周辺（首都圏) (3) 9,969(17.0％) (1) 7,402

（内、バンコク） (6,778(11.5％)) (8,097)

東部 (5) 3,710( 6.3％) (2) 3,989

中央部 (7) 2,856( 4.7％) (3) 2,267

西部 (6) 3,312( 5.6％) (4) 1,830

南部 (4) 7,743(13.2％) (5) 1,582

北部 (2) 11,057(18.8％) (6) 1,235

東北部 (1) 20,062(34.2％) (7) 805

全国合計 58,709(100.0％) 2,439

（出所）ＮＥＳＤＢ　(数字)は順位

　さらに、東部臨海３県の工業化（産業集積度）に関して以下の４つの観点から分析を行う。

それらの結果からも、東部臨海開発による東部臨海地域の工業化の進捗程度がうかがわれる。

(１) 東部臨海地域の総生産高に占める製造業シェアは全国平均を上回り、その差は拡大し

ている。

表３－９　東部臨海３県の総生産高に占める製造業の割合

1990年 1996年 1996／1990

東部臨海３県 40％ 58％ 1.45倍

タイ全国 28％ 30％ 1.07倍

　　　　　（出所）ＴＤＲＩ
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(２) 東部臨海地域の工場集中度（100km2当たり工場社数）は中部タイを上回っている。

表３－10　東部臨海３県の工場集中度

1981年 1996年 1996/1981

東部臨海３県 ５社 25社 5.0倍

中部タイ５県 ４社 18社 4.5倍

　　　　　（出所）ＴＤＲＩ

(３) 東部臨海地域の１人当たり所得は全国の2.76倍であり、その差は拡大している。

表３－11　東部臨海３県の１人当たり所得の変化

東部臨海３県 タイ全国平均 ESB/全国

1990年 70千バーツ 35千バーツ 2.0倍

1996年 138千バーツ 50千バーツ 2.76倍

　　　　　（出所）ＴＤＲＩ

(４) 東部臨海開発着手後の企業増加数は東部臨海３県中チョンブリ県が最大であった（増

加率はチャチェンサオ県が最大)。

表３－12　東部臨海３県の立地企業社数

東部臨海３県 1981年 1996年 1996～1981 1996/1981

チャチェンサオ県 100社 930社 830社 9.3倍

チョンブリ県 370社 1,450社 1,080社 3.9倍

ラヨン県 220社 890社 670社 4.0倍

合計 690社 3,270社 2,580社 4.7倍

　　（出所）ＴＤＲＩ

３－２－３　今後の東部臨海地域の開発計画（Appendix３政府関係機関調査結果参照）

　タイ政府は東部臨海地域開発の継続を表明している。高速道路の建設などを通じて、より内

陸部への開発を拡張するとともに、ラオス、カンボディア、ヴィエトナムなどの周辺諸国間交

易の中継センター化をめざす。
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(１) 開発戦略

１) 東部臨海地域の後背地（内陸部）の開発

　東部臨海開発をタイ東北部およびインドシナ諸国の開発に連携させていく。

２) 東南アジアにおける新しい経済・ハイテク産業基地化

　航空貨物ネットワークを道路・鉄道・港湾とリンクさせることによって、貿易マー

ケットを米国・ヨーロッパ地域に対しても拡大する。

３) 水源・給水システムの整備

　東部臨海地域の長期的な発展のために水源の確保および給排水システムの開発を行

う。

４) 社会インフラの整備

　勤労者およびその家族の移住を支援するために都市地域社会・環境を改善する。

(２) 2020年へ向けての開発マスタープラン

１) 東部臨海３県

　チャチェンサオ、チョンブリ、ラヨンの東部臨海３県はそのインフラネットワークを

周辺工業地域へリンクさせることによって、東南アジア地域における一大基礎資材・ハ

イテク産業基地とする。

２) 東部臨海開発フェーズⅡのターゲットエリア

　バンコクおよび近隣諸国と連携した関連・裾野産業基地の構築をめざしてさらに以下

の８県の開発を進める。すなわち、チャンタブリ県、トラット県、プラチンブリ県、サ

カオ県、ナコンナヨク県、アユタヤ県、サラブリ県、ロプブリ県。

(３) 特別開発地域

　ラムチャバン港・マプタプット港の施設能力を拡張し、また東部臨海３県の内陸部に

無公害型工業化促進地区を新たに７カ所指定する。
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第４章　東部臨海地域開発計画第４章　東部臨海地域開発計画第４章　東部臨海地域開発計画第４章　東部臨海地域開発計画第４章　東部臨海地域開発計画

４－１　ＪＩＣＡの東部臨海地域開発への協力４－１　ＪＩＣＡの東部臨海地域開発への協力４－１　ＪＩＣＡの東部臨海地域開発への協力４－１　ＪＩＣＡの東部臨海地域開発への協力４－１　ＪＩＣＡの東部臨海地域開発への協力

　ＪＩＣＡによる東部臨海地域開発にかかわる開発調査および専門家派遣の実績を以下にまとめ

る。

１) 岩塩ソーダ灰プロジェクト（1978～1981年）

２) パタヤ観光開発マスタープラン（1976～1978年）

３) 東部水資源開発（Ⅰ）（1981～1982年）

４) 東部水資源開発（Ⅱ）（1982～1983年）

５) 東部臨海工業港開発計画（1982～1983年）　（マプタプット地区：工業団地、鉄道

フィージビリティ調査を含む）

６) ノンコー～ラムチャバン送水管フィージビリティ調査（1983～1984年）

７) ラムチャバン臨海部開発計画（1983～1984年）　（レムチャバン港、工業都市団地、

鉄道のフィージビリティ調査を含む）

８) ラムチャバン工業団地工業振興計画（1988年）

９) ラムチャバン港効率輸送システム調査フィージビリティ調査（1988～1989年）

10) 専門家派遣（1987年５月～1989年５月）
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４－２　円借款による東部臨海地域開発への協力４－２　円借款による東部臨海地域開発への協力４－２　円借款による東部臨海地域開発への協力４－２　円借款による東部臨海地域開発への協力４－２　円借款による東部臨海地域開発への協力

　ＯＥＣＦの実施した評価調査によると、以下の16プロジェクトに対する27事業において、円借

款が供与された。これは、ＯＥＣＦの対タイ円借款の10％を占める。

（1999年７月現在）

マプタプット地域 マプタプット工業団地建設

マプタプット工業港建設

天然ガス分離プラント建設

ラムチャバン地域 ラムチャバン商業港計画

ラムチャバン工業団地建設

水資源開発 ノンプラライ貯水池建設計画

東部臨海北部送水管建設計画

マプタプット～サタヒップ送水管建設計画

ノンコー～ラムチャバン送水管建設計画

ノンプラライ～ノンコー送水管建設計画

鉄道事業 シラチャ～ラムチャバン鉄道建設

サタヒップ～マプタプット鉄道建設

クロンシップカオ～ケンコイ鉄道建設

道路建設 チョンブリ～パタヤ高速道路建設

バンコク～チョンブリ高速道路建設

バンコク外環状道路建設

貸し付け承認額 1787億6800万円

実行額 1337億9900万円

交換公文締結 1982年６月～1993年９月

借款契約締結 1982年７月～1993年９月

貸し付け完了 1985年７月～2000年１月（予定）
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　このうち、ラムチャバン工業団地（ＬＣＩＥ）建設における円借款事業の契約概要は、以下の

とおりである。

フェーズ（１） フェーズ（２）

ＯＥＣＦ承認額／実行額 29億2200万円／25億7600万円 30億300万円／19億8900万円

交換公文締結／借款契約調印 1985年９月／1985年10月 1987年９月／1987年９月

借款契約条件 金利3.5％、償環30年 金利3.0％、償環30年

うち据置10年 うち据置10年

貸し付け完了 1992年10月 1992年９月

　　（出所）ＯＥＣＦ評価グループ

　　（注）上記の借入人／実施機関は、いずれもＩＥＡＴである。

　1985年11月に、タイ政府はすべての大規模プロジェクトの凍結と見直しを決定した。これは、

タイ政府が対外債務増加から、対外借入れ計画の見直しを行うことになったからである。これに

は、世界銀行がマプタプット港、ラムチャバン港の建設は、交通量の増加が予想されず過大投資

であるとともに、東部臨海地域開発計画自体も経済的にフィージブルでないとコメントしたこと

も影響している。タイ政府は、大枠の計画を維持したまま東部臨海地域開発を行うことを決定し

たが、ラムチャバン工業団地の開発そのものは、１年１カ月にわたり凍結された。

　1986年にラムチャバン工業団地建設は再開されたが、急激に増加する日本からの直接投資等の

状況変化を踏まえ、事業の見直しを行い、工業団地の開発面積がほぼ２倍に拡張された。

４－３　評価５項目の視点からみた「東部臨海地域開発計画（ＥＳＤＰ４－３　評価５項目の視点からみた「東部臨海地域開発計画（ＥＳＤＰ４－３　評価５項目の視点からみた「東部臨海地域開発計画（ＥＳＤＰ４－３　評価５項目の視点からみた「東部臨海地域開発計画（ＥＳＤＰ４－３　評価５項目の視点からみた「東部臨海地域開発計画（ＥＳＤＰ)))))」」」」」

　東部臨海地域開発計画（ＥＳＤＰ）全般に対しては、別途ＯＥＣＦが計画・実績比較、実施・

運営・維持管理、内部収益率（ＩＲＲ）計算などのハード面を中心として評価調査を実施した。

一方、ＪＩＣＡは、ＥＳＤＰにかかわる多岐にわたるＪＩＣＡ協力事業のなかから工業開発／投

資促進を調査テーマとし、ラムチャバン工業団地開発計画に対するソフト面の評価に的を絞っ

た。

　本節では、ＥＳＤＰ全般に対するＯＥＣＦの調査結果とも関連した評価サマリーおよび評価結

果を表示する〔評価５項目別の具体的な評価項目等およびデータ入手先を示した「評価グリッ

ド」はAppendix３評価グリッド（東部臨海地域開発計画）参照〕。
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４－３－１　評価サマリー

表４－１　評価サマリー

　　　ＰＤＭ 　　　　　　　　　　　　評価サマリー

上位目標 １．産業の工業化

２．雇用促進

３．地域開発(格差是正・一極集中の緩和)

４．輸出振興

５．外資導入

プロジェクト目標 東部臨海地域の産業インフラの整備・運用

成果 １．各種インフラ(港湾、工業団地、住宅団地等)の最適仕様の決定

２．各種インフラの適切な計画スケジュールに基づく建設・完成

３．各種インフラの十分な利用・活用

４．各種インフラの適切な運営

５．環境維持

４－３－２　評価結果

表４－２　評価結果

 評価項目

目標達成度

インパクト

効率性

妥当性

自立発展性

評価結果

　ほとんどのプロジェクトがほぼ計画どおりに進捗し、所期の目的を達成して

いる。一部に計画変更もあるが、状況変化に応じた適切な変更であった。

　タイ全国のＢＯＩ投資認可額における東部地域の割合は1991年23％から1997

年75％へ拡大（金額ベース)。日本を中心とした外資導入により、石油化学・鉄

鋼・自動車・電気電子産業などの産業集積を形成した。首都圏から東部地域へ

200社が移転。環境問題は深刻ではないが、継続的モニタリングが必要。

　ＪＩＣＡ各調査・専門家派遣は開発のタイミングに適合し、その実施上の指

針となって開発を支援した。ＪＩＣＡ調査後ＯＥＣＦ資金協力前におけるタイ

政府による追加調査は行われていない。

　マプタプット港・住宅団地の位置、ターミナル運営の民間委託などのＪＩＣＡ

提言は実現され開発計画の成功を支援した。タイ政府はさらに既開発地域の継

続的な開発推進および高速道路網整備による内陸部への開発拡大を計画中。

　港の利用は順調に増加している。工業団地は満杯で、タイ工業団地公社

(ＩＥＡＴ）も決算上黒字を計上している。タイ政府もＥＳＤＰに対する将来に

わたる継続的支援を表明。
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第５章　ラムチャバン工業基地開発計画第５章　ラムチャバン工業基地開発計画第５章　ラムチャバン工業基地開発計画第５章　ラムチャバン工業基地開発計画第５章　ラムチャバン工業基地開発計画

５－１　ＪＩＣＡ調査の概要と調査による提言５－１　ＪＩＣＡ調査の概要と調査による提言５－１　ＪＩＣＡ調査の概要と調査による提言５－１　ＪＩＣＡ調査の概要と調査による提言５－１　ＪＩＣＡ調査の概要と調査による提言

　４－１に示した東部臨海開発にかかわるＪＩＣＡ開発調査のなかから、本調査の目的に関連の

深い３調査についてその要約をまとめる。

５－１－１　タイ国東部工業港開発計画

　調査期間：1982年７月～1983年11月（内現地調査期間３カ月）

(１) 東部臨海地域の現状

１）地勢・人口

２）経済政策

(２) 新工業港の開発

東部臨海地域(Eastern Seaboard)は全国土54万2000km2の２％、１万

1000km2を占め、Chachoengsao、Chonburi、Rayongの３県から成る。

人口はタイ総人口4800万人(1981年)の２％、100万人。

１．輸入抑制・輸出振興による第二次産業の比率拡大

２．地域振興・人口分散

現状は、米を中心とする農業がＧＤＰの28％・労働人口の77.5％、製

造業はＧＤＰの21％・労働人口の14.3％を占め、その構成は、食品加

工20％、石油精製20％、織物15％、化学15％

１) 第５次経済社会

開発５ヵ年計画

(1981～1986年)

２) 港の性格・目的

１．ＧＤＰ成長率6.6％（内製造業7.6％、輸出産業15％)

２．バンコク首都圏の肥大化抑制・地域開発のために東部臨海３県

が開発優先地域の一つとして指定された。同地域の2001年までの

開発計画の方向が次のように示された。

ａ) Laem Chabang地区--------輸出加工産業、軽工業

ｂ) Map Ta Phut地区---------重化学工業、環境汚染型産業

新港は企業誘致のためのインフラとして官主導で開発する。その主

目的はMap Ta Phut地区の原材料の受入用である。
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(３) 工業開発計画

(４) 施設計画・仕様（計画期間はいずれもタイ政府の意向により決定)

短期開発計画（1984～1987） マスタープラン（1984～2000）

新港貨物取扱量 400万トン 2,300万トン

バース延長 1,750m 5,750m

ニュータウン人口 18,300人 71,500人

ニュータウン面積 131ha 575ha

鉄道支線延長 24km 25km

鉄道本線貨物輸送量 200万トン 370万トン

電気需要量 133.5MW 1,354MW

電話回線 3,000 10,000

電話・ＦＡＸ端末数 23 44

インフラ総投資額 １億9800万ドル ６億ドル

経済的内部収益率 15.7％ －

財務的内部収益率 19.8％ －

１）短期開発計画

（1984～1987年)

２）マスタープラン

（1984～2000年)

天然ガス分離プラント(建設中)および輸入代替の３産業(ソーダ灰

プラント、石油化学コンプレックス、肥料コンプレックス)、支援

産業の誘致・建設

1988年初から港・内陸、臨海部工業コンプレックス操業開始

１．鉄鋼コンプレックス、 短期開発計画プロジェクトの生産能力

の倍増設および後方関連産業・支援産業の開発

２．工業港の位置はガスパイプラインとSaket島の中間とする。

３．就業者用都市地域をBan ChangとMap Ta Phutの間で工業団地

の北西とする。
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(５) 勧告

工業立地 用水不足の解消のためダム･用水路の建設推進必要

１）港湾開発 港湾は政府主導により優先的に建設する。

２）ニュータウン開発 土地投機･乱開発防止のため土地利用規制・地価高騰抑制策が必要

３）建設･運営・管理 １．短期開発計画(～1987年)は工期が短く、延長を考慮する。

２．実施期間であるＩＥＡＴの組識拡充・権限強化・関係機関の協

　力が不可欠

３．港湾運営の独立採算化のため、料金引上げ・政府資金の導入が

　必要

４．企業の専用岸壁・引込線、工場用地などへの民間資本の導入

５－１－２　タイ国ラムチャバン臨海部開発計画

　調査期間：1984年１月～1985年２月（内現地調査期間５カ月）

(１) 第５次国家計画(1982～1986年)

急速な経済成長（ＧＤＰ成長率1960年代8.2

％、1970年代7.8％）に伴う財政･貿易赤

字、首都圏の過密、地域格差への対処

１．輸入消費財の代替

２．タイ湾の天然ガスなどの国内資源活用

による高付加価値産品の輸出振興
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１．首都圏に近く、労働力・資源の供給源である東北タイ地方に隣接

２．インフラ整備が進みつつある。

３．天然ガスパイプラインがタイ湾から東部臨海地域・首都圏へ送ら

れている。

チョンブリ県ラムチャバン、ラヨン県マプタプットおよびその他の拠

点としてパタヤ、サタヒップ（いずれもチョンブリ県）を指定

チョンブリ県の人口73万人（全国人口の1.5％、1980年)、県内総生産

423億バーツ（国内総生産の4.9％、1982年)

１．タイ国初の大規模深水港が国鉄側線とつながり、利用可能

２．国道３号、34号線でバンコクに直接繋がれている。

３．サタヒップのウタパオ空港へ車で30分以内

４．港湾に隣接する工業団地用地は政府が取得済み

５．地質･排水条件がバンコクより優れている。

６．マプタプット地区等近隣工業団地の重化学･石油精製企業等との

企業連関

７．後背地から豊富な農産物･天然ガス・電力が供給可能

８．半径30km以内に15万人の労働力がある。

９．10万人超のニュータウンを建設予定

10．近傍に国際的リゾート地パタヤがあり、会議場、レクレーション

施設の利用が容易。

　第５次国家計画で

は東部臨海地域を開

発の最適地とした。

２大開発拠点

ラムチャバン地区の

特性

(２) 東部臨海地域開発プログラム
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(３) 工業開発計画

面積（ライ) 就業者数(人) 導入候補業種（面積比)

生活(食 素材(化 加工組立(機

1991年 2001年 1991年 2001年 品、繊維) 学、鉄鋼) 械、電気)

一　　　般 1,367 2,100 9.900 15,500 10％ 30％ 60％

輸出加工区 423 700 10,370 19,000 40％ 15％ 45％

合　　　計 1,790 2,800 20,270 34,500 － － －

　誘致政策

１) 環境: 工業団地全体をグリーンベルトで囲む。

２) 外資誘致: ＥＰＺ面積の10％を標準工場用地にあてる。

３) 輸出拡大・コスト低減のために、機械部品・コンポーネントの標準化を目的とした実

行可能なガイドラインの設定

４) 輸出製品に対する税の早期割戻し

５) バンコクからの移転企業・地元輸出型企業に対する優先的インセンティブ供与

６) 職業訓練センターの団地内設置

(４) 港湾開発

１) コンテナターミナルの建設に重点を置き、その運営を民営化する。

２) ＰＡＴはコンテナターミナルの施設整備を必要最小限にとどめ、船会社などへリース

する。

３) 農産物埠頭は進出企業の負担によって建設する。

(５) 都市開発

短期計画(1991年) マスタープラン(2001年)

住宅団地面積 130ha（813ライ) 930ha（5,810ライ)

住宅団地人口 24,000人 120,000人
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(６) 財務分析

ＦＩＲＲ(％) ＦＩＲＲ(％) ＥＩＲＲ(％)

工業用地 住宅団地

     条件 対投資額 対ＩＥＡＴ 対投資額 対ＮＨＡ 対投資額

標準 8.4 8.0 4.8 11.0 19.2

費用10％増 6.4 5.1 3.3 9.2 17.5

収入10％減 6.2 4.8 3.2 9.0 17.4

販売等１年遅れ 6.5 5.7 3.6 9.0 16.3

５－１－３　タイ国ラムチャバン工業基地開発計画調査

　調査期間：1988年３月～1988年11月（内現地調査期間６カ月）

(１) ラムチャ

バン開発の背景

(２) ラムチャ

バン工業団地の

概要

１) タイ国産

業開発政策

の変遷

２) 工業化の

現状

３) 産業立地

の状況

１) 目的

２) 土地利用

計画(2001年)

３) 財務評価

1950年代～輸入代替工業開発政策（輸入制限等の保護主義的政策

による工業の急速な成長）

1970年代半ば～輸出振興型工業開発政策（1985年輸出品目一位繊

維製品・二位米、今後工業の地方分散およびラムチャバン商業港

建設が重要課題）

1987年ＧＤＰ構成比製造業22％、農業21％

工業化の進展につれてエンジニアを中心とした人材不足、賃金高

騰が問題になってきている。

バンコクへの産業・人口の集中は社会問題化しており、今後の工

業展開は周辺３方面(北、西、東)が考えられる。なかでも東部臨

海地域方面の開発ルートは工業団地・港湾の完成に伴って今後有

望

１.輸出型製造業の誘致(タイ国産業の国際競争力強化)

２.バンコク地域からの産業分散(過密改善、地方開発)

３.バンコク地域以外での雇用創出(地域間所得格差是正)

工業団地450ha、港湾(埠頭260ha、後背地500ha)、ニュータウン

930ha

ＦＩＲＲ：通常ケース8.1％、プロモーション倍額9.1％
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(３) 立地期待

業種の想定

(４) 入居企業

選定基準

(５) 企業誘致

１) 立地期待

業種の理論

的検討

２) 立地期待

業種総括表

１) スクリー

ニング基準

２) ターゲッ

ティング基準

１) 企業誘致

戦略

２) ＩＥＡＴ

の企業誘致

体制のあり

方

１.輸出指向、２.港湾指向、３.市場立地、４.化学素材加工、

５.労働集約、６.農林水産資源立地、７.用水寡消費型産業

理論的検討にタイ・日本両国の製造業等に対するアンケート調査

結果を加味して総括表を作成

団地の土地利用計画・ユーティリティ供給能力・環境保全等基本

的設計仕様に基づく物理的・定量的な第１次選別基準

スクリーニング基準をパスした企業に対して、団地の開発目的に

即した諸評価項目を適用、評点化して選定企業間の優先順位を提

示

１.誘致対象の分類・絞り込みおよび直接的コンタクト

２.対象国をタイ、日本、台湾、米国へ拡げ、有望企業のデータ

ベースを作る。販売チャネルの開拓

３.優遇措置の他団地・他国との比較および継続的モニタリン

グ、優遇供与条件・手続の簡素化、関税引き下げ

４.特定セクター(自動車部品製造産業)の傾斜的優遇強化

１.目的(産業高度化＝電気電子・機械産業の育成、地方振興)整

合的な組織再編

２.産業の調査研究体制・セクター別専門官の設置、目標管理

（プロモーションの民間委託の検討）の導入

５－２　タイの工業団地５－２　タイの工業団地５－２　タイの工業団地５－２　タイの工業団地５－２　タイの工業団地

５－２－１　沿革

　タイの工業団地はほぼ1987年以降本格的に建設が開始され、現在計画中を含めて83団地にの

ぼっている。当初はインフラが整備され、需要地に近いバンコク周辺（1994年現在の人口全国

比17.0％、所得同51.5％）に集中していた工業団地も、1993年のＢＯＩゾーン別投資奨励策に

よって、第２・第３ゾーンへの立地が増加した。現在すでに25団地が東部に立地し(30％、東

部臨海３県に限ると17団地)、少なくとも数のうえでは第１ゾーンの15団地をはるかに凌ぎ、

バンコク一極集中の是正策が一定の効果をあげつつあると評価できる。
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表５－１　タイの工業団地（単位：団地数)

完成済 造成中

投資区 ＩＥ ＩＰ 合計 ＩＥ ＩＰ 合計 合計

第１ゾーン 6 7 13 1 1 2 15

第２ゾーン 10 6 16 5 1 6 22

第３ゾーン 8 14 22 21 3 24 46

合計 24 27 51 27 5 32 83

（出所）ＢＯＩ“The Investment Environment In Thailand,1997年9月”

（注）ＩＥはＩＥＡＴの直営ないし民間との共同運営団地インダストリアル・エステイトＩＥ、ＩＰ

は民間開発団地インダストリアル・パークＩＰでインダストリアル・ゾーンＩＺと称するもの

も含む。

　1987年以来急速に増加しつづけてきた工業団地も需要急増と造成時期のタイミングが必ずし

もかみ合わず、1995年以降は逆に供給過剰気味となり、現在全団地の70％程度が半分以上の売

れ残りを抱え、一部値引き販売が生じているともいわれている（1992～1997年間の工業団地年

間平均開発増加率24％に対し、同需要増加率は17％にとどまった)。最近の新聞報道によれば、

スワット工業相は、工業団地へ融資された1,000億バーツ以上の債権保全問題にも影響しかね

ない全国23工業団地の売れ残り分３万ライ（４万8000km2）の早期売却をＩＥＡＴに対して命

じた（1998年11月２日付日刊ニュースネットアジア)。

　これはＩＥＡＴが関与している完成済み25団地合計６万3332ライ（IEATの1997年度アニュア

ルレポート）の47％にのぼる。なお、タイの工業団地の総面積は1986年末１万5000ライ、1991

年末３万3000ライ、1997年末12万ライへと増加してきている。

　一方、タイ経済の1998年度底打ち感およびマレーシア、インドネシア、中国などとのカント

リーリスク比較に基づくタイへの移管などによって、1998年末以来需要回復の兆しがみえてき

ているとの報道もある。

５－２－２　日系企業のタイ進出

　日本企業の多くは1985年プラザ合意後の円高による競争力低下、日米貿易摩擦圧力などによ

り生産拠点の海外移転を迫られた。

貿易摩擦の回避:

たとえば、日本メーカーがタイに現地法人を設立しそこで加工･製造したものを米国へ輸出

すれば、それは当然日本からの輸出にはカウントされず、対米貿易黒字減少にもつながる

（迂回輸出)。
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　進出先として地理的近接および経済成長率の高さから多く東南アジア諸国（タイ、フィリピ

ン、マレイシア、インドネシア等）が候補にあげられたが、結果的にタイ進出を決定した企業

が多い。

タイ選択の理由：

(１) タイの工場従業員の人件費は現在、日本の約１／10。

(２) 当時フィリピンは政情不安の状況にあり、対象外とされた。

(３) マレイシアは国内市場小さく（1996年人口2117万人)、労働力も少ない。マレイシア

政府も労働集約産業の進出を歓迎しなかった。1985年以降、松下などが進出したが、

1989年にはもう飽和状態になった。

(４) インドネシアは回教国で日本と生活習慣の相違が大きく、国民性の激しいところも

ある。また政治的にもスハルト・華僑体制の不安定感が強かった（1998年５月にその懸

念は的中した)。

(５) タイは少なくとも上記(２)～(４)の点で相対的に他諸国より優っていた。

　現在、日本のタイに対する直接投資は、金額・件数共に世界最大となり、バンコク日本人商

工会議所の登録社数も1166社にのぼり（1998年10月現在)、日本から海外への進出企業数でも

タイが世界最多となっている。

　タイ政府も工業化・外資導入・輸出振興等の基本的経済政策に基づき、それら日系企業進出

の受け皿として工業団地の造成を促進した。工業団地の開発主体として政府機関であるＩＥＡＴ

(タイ国工業団地公社）と民間企業があり、1987年から1990年にかけての日系企業進出の増加

に対して日本商社系民間開発会社も造成に参加した。当時進出を急いでいた日系企業にとっ

て、開発主体が日系であることは安心感を与え、また開発スピードの速さおよび独特の販売戦

略もあり一定の販売実績をあげた。

日系開発会社の開発･販売戦略：

当時の日系開発会社（三井物産・丸紅・伊藤忠商事・住金物産等）がほぼ完売という好成

績をあげたのは、多くの日系企業の進出タイミングに即応した「時の利」によるほか、以

下のような開発戦略および日本的な木目細かな顧客サービスに負うところが大きいと考え

られる。
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１．開発戦略

団地立地を原則として県庁所在都市の半径20km圏内とする。これはタイの場合消防署・総

合病院・警察署等緊急を要する重要な社会インフラが通常県庁所在地にしか存在しないこ

と、許認可主体である各政府機関の窓口が県庁にあること、および従業員の採用・定着に

とって人口の多さ、従業員の衣食住・通勤利便性を満たす立地が不可欠であることによる

（国内は一般に公共交通機関が不備で、特に女性は遅くなると帰宅に不安を抱く)。また、

タイ人労働者はそれでなくとも一般に賃金などの企業間比較に基づく移動が激しい。従業

員の定着は雇用コストに直結するため、この立地条件は港に近いことよりはるかに重要で

ある（タイの輸送コストは低廉)。

たとえば、県庁所在地（チャチェンサオ市）から30km、車で30分以上かかるゲートウェイ

シティＩＥへ進出したトヨタ自動車（株）の幹部は、その立地選択上の失敗を公の席で認

めたとのことである。また、某日系企業では通勤不便などの理由でタイ人従業員50人が一

挙に退職したケースもある。

２．販売戦略

(１) 販売コンセプトを単なる｢土地販売｣ではなく、真の顧客ニーズである｢迅速な生産拠

点の立ち上げ｣に置いた。その結果、販売活動のほとんどは以下(２)～(７)の顧客サー

ビス業務に割かれ、土地販売契約は単なる最後の手続業務となる。

(２) 顧客各社の役員会説明用資料の作成支援（東南アジア諸国の歴史・地理･政治･宗教・

文化およびタイ選好の理由等)。

(３) 市場調査支援

(４) 各企業の要求水準を満たす現地従業員の斡旋

日本企業の世界ブランドの維持のためには、従業員の数以上に一定レベルの質を具備し

た従業員の確保が最重要課題となる（労働力の品質管理)。

(５) 合弁パートナーの紹介･現地法人設立支援

当時は輸出割合50％未満の場合、現地資本との合弁（しかも現地資本割合過半数）によ

る進出が義務づけられていた（第３ゾーンへの立地または輸出割合80％以上の場合は日

系持株率100％も可)。

(６) 工場設立･事業開始などにかかわる政府許認可取得手続の支援

(７) 従業員用アパートの選択・斡旋

(８) 団地内オフィスに日本人スタフが常駐。その他ハード面でも住宅・来客用ホテル・

商業施設・銀行・病院・大学・スポーツジム・日本食レストランなどの付属支援施設を

団地内に設置して町造り・入居者サービスに努めている。
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５－２－３　工業団地開発の採算

　工業団地の販売価格、造成費用、土地取得コストは所在地・規模などによって異なるが、そ

の概略を示す。

(１) 工業団地販売価格

第１ゾーン 第２ゾーン 第３ゾーン

販売価格（100万バーツ／ライ） ３～４ 2.8～3.3 1.8～2.5

(２) 造成費

　土地取得費を除く造成費は、土木工事･設備工事・汚水処理プラント・電気設備導入コ

スト・電話設備導入コストその他から成り、40万バーツ／ライ～80万バーツ／ライ程

度。

　たとえば、上記データから平均的な工業団地の販売価格300万バーツ／ライ（販売面積／

開発面積＝70％と仮定すると実質210万バーツ／ライ)、造成費を60万バーツ、金利16.5

％とすると、土地取得費を除く５年間の総コスト＝60＋60×0.165×５＝109万5000バー

ツ／ライ。これは販売価格210万バーツ／ライのほぼ１／２に相当する。したがって、販

売開始後５年以内に最低50％を販売しないと造成費もカバーできない。

　また、ラムチャバンＩＥのケースでは、100％完売を前提として以下のようにリース料

収入が造成費（土地取得費を除く）の金利にも満たない。

　年間リース料収入（ＧＩＺ６万4900バーツ／ライ×販売面積1752ライ＋ＥＰＺ16万

5000バーツ／ライ×販売面積871ライ)＝２億5742万バーツ／年

土地取得費を除く造成費の金利＝60万バーツ／ライ×開発面積4256ライ×16.5％＝４億

2134万4000バーツ／年

　ラムチャバンＩＥは開発面積4256ライと比較的規模が大きいので、ライ当たり造成費

はより小額であったかも知れないが、土地取得費をも含めた場合採算はさらに悪化する

ことになる。

(３) 土地取得コスト

　土地取得原価は取得時期、団地造成前の取得か造成後の追加取得かなどによって大き

く異なる（造成後の隣接地追加取得の場合は相当高価になる)。

　ラムチャバン工業団地のような、タイ工業団地のブーム期（1987～1993年）に販売開
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始された団地の団地造成前取得コストはおおむね4 0万バーツ／ライと見積もられる

（1985～1990年ごろの相場による)。

採算の目安:

(１) ラムチャバン工業団地は国家プロジェクトの一環であり、日本政府から多額の

援助資金も投入されており、民間と同様な採算計算にはなじまないと考えられ

る。少なくとも1997年度のＩＥＡＴ全体のアニュアルレポート上では黒字決算

になっている。

(２) 民間デベロッパーの採算の目安は、タイの高金利（過去10年間の平均借入金利

16～17％)を考慮して、資本投下後５年内に最低50％以上販売することと言われ

ている。

　なお、現在工業団地運営会社４社が株式公開しており、その最近の株価は以下のと

おり。

　タイ証券取引所（ＳＥＴ）1999年２月15日株価（額面Bt 10／株）

　　１）ロジャナ社（日系・ロジャナＩＰ） Bt 14.50／株

　　２）ヘマラート社（イースタンシーボードＩＥ） Bt 11.25／株

　　３）バンパコン社（日系・バンパコンＩＥ） Bt 4.00／株

　　４）ＭＤＸ社（ゲートウエイシティＩＥ） Bt 1.80／株

　上記のように、現在額面10バーツ以上の株価を付けているのは、ロジャナ社とヘマ

ラート社のみであり、他の２社（バンパコン社、ＭＤＸ社）は額面割れの状況である

（バンパコンＩＥは団地分譲自体は成功したが、タイ側パートナーの放漫経営による

株価下落)。なお、ゲートウェイシティＩＥは1998年11月17日に業績不振を理由にタ

イ証券取引所（ＳＥＴ）から株式売買規制の勧告を受けている。

５－３　工業団地公社の組織と活動５－３　工業団地公社の組織と活動５－３　工業団地公社の組織と活動５－３　工業団地公社の組織と活動５－３　工業団地公社の組織と活動

５－３－１　組織

　ＩＥＡＴは工業省（ＭＯＩ）付属の政府機関で1972年設立。政府の工業開発政策の一手段で

ある工業団地開発計画の実施機関としてタイ国工業団地公社法（ＩＥＡＴ ＡＣＴ）に基づい

て運営されている。

　ＩＥＡＴの従業員数は763名、組織はAppendix４参照。



－35－

５－３－２　活動

(１) 目的

　ＩＥＡＴの業務目的は以下のとおり（ＩＥＡＴ ＡＣＴ第６条)。

１）工業団地設立に必要な土地の取得

２）入居者の事業運営に必要なインフラの整備

３）土地の売却・賃貸

４）１)～３）の目的に沿ったパートナーへの資本参加・責任分与・出資

５）民間工業団地の奨励･管理

(２) 管轄工業団地

　1990年１月以後に民間開発会社が造成する工業団地は、ＢＯＩによる認可に加えて

ＩＥＡＴの関与（共同運営）が義務付けられた。したがって、現在のＩＥＡＴ管轄の25

工業団地のなかにはＩＥＡＴが独自に造成した直轄団地と民間団地に資本参加を行った

もの、およびまったく出資せず単に管理のみを請け負っているものとが混在している。

表５－２　ＩＥＡＴ管轄の工業団地（ＩＥ）

面積 入居 投資総額 従業員総数

工業団地名称 (ライ) 企業数 (百万Bt) （人）

1 ○ Bangchan 678 161 6,583 16,683

2 ○ Bang Poo 6,332 402 42,552 64,918

3 ○ Lard Krabang 2,515 213 49,841 61,113

4 ○ Bang Plee 1,004 141 10,909 25,545

5 ○ Northern Region (Lamphun) 1,788 93 19,064 37,246

6 ○ Laem Chabang (ラムチャバン) 3,556 117 74,919 30,402

7 ○ Map Ta Phut (マプタプット) 9,042 76 265,486 13,484

8 ※ Chonburi (Bowin) 3,183 45 28,936 4,511

9 ※ Wellgrow 2,585 104 27,638 27,201

10 Samut Sakhon 1,456 81 9,720 10,945

11 ※ Bangpakong 3,047 131 44,305 21,267

12 Ban Wa 1,580 24 15,135 14,415

13 ※ Bangpa-In 1,917 106 33,310 24,970

14 ※ Eastern 2,284 25 54,060 3,157



－36－

15 ※ Plaeng Yao (Gateway City) 6,900 21 11,124 7,706

16 Gemopolis 167 29 7,678 5,285

17 Saha Rattana Nakorn 1,549 50 4,908 8,156

18 ※ Nong Khae 2,044 4 2,247 844

19 ※ Saraburi(Kaeng Koi) 1,504 0 0 0

20 ○ Southern(Chalung) 2,382 1 369 92

21 Padaeng 540 3 7,696 253

22 Pichit 1,200 0 0 0

23 ※ Eastern Sea Board 2,075 22 40,256 7,377

24 ※ Amata City 3,438 5 4,173 1,139

25 Pin Thong 206 7 611 229

Total 63,332 1,861 761,523 404,463

（出所）ＩＥＡＴ1997年アニュアルレポート

（注）○はＩＥＡＴ直轄の工業団地、※は販売不振などによりＩＥＡＴに対する管理費納付が滞っている工業
団地

　上表５－２からラムチャバン工業団地は25団地中、面積で４位、投資受入れ額で２

位、雇用従業員数で３位と比較的大規模な団地であることが知られる。またＩＥＡＴ直

轄の８団地はSouthern（現在の入居企業は１社）を除いて入居状況はほぼ好調である

が、直轄以外の団地の売れ行きは必ずしもよくないことが推察できる。一概にはいえな

いが、完売状態を入居企業数100社と仮定すると、以下のように販売実績１／２以下であ

る入居企業50社以下の団地が過半数（14団地）を占め、30社以下の団地も48％（12団

地）に達している。

表５－３　工業団地の入居状況

入居企業社数 工業団地数 工業団地数／25団地

50社超 11 44％

50社以下 14 56％

30社以下 12 48％

10社以下  7 28％

（出所）ＩＥＡＴ1997年アニュアルレポート
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(３) 工業団地の管理運営

　工業団地経営にとって入居企業の募集が最優先課題であることは事実だが、入居企業

にとっては、むしろ入居後の実際の管理運営業務こそが生産効率に直結するものであ

り、きわめて重要である。後述のラムチャバン工業団地の入居企業調査によれば、

ＩＥＡＴによる管理業務の評価は決して高いものとはいえない。

　ＩＥＡＴはその直轄８団地の管理は当然その責任において行うが、それ以外の17団地

についても原則としてその管理運営業務を受託している。ただし、上記のように販売用

土地の売れ残りが生じている場合には管理運営費を十分に徴収できず、管理業務に支障

をきたす恐れが生じる。

　最近の報道（1999年1月26日）によれば、17団地中10団地においてＩＥＡＴに対する

管理費未納付が生じ（前記表５－２中※印を付した10団地)、それが合計10億バーツに達

しているとのことである。平均的な工業団地の面積2000ライ・管理費月額800バーツ／ラ

イとすれば、これは以下の計算のように10団地の全入居企業が５年間まったく管理費を

支払っていない状況となり、きわめて異常な事態である。

　10億バーツ≒10団地×2000ライ×800バーツ／ライ×12月×５年

　しかし、ＩＥＡＴの財務担当部長によると、１）管理費の未納は工業団地を共同開発

した民間の開発会社から生じている、２）しかし、もともと民間開発会社からの収入は

ＩＥＡＴの収入の５％（1996、1997年度）程度であったため、ＩＥＡＴの財務に大きな

影響を与えるものではない、３）共同開発した工業団地の管理運営を民間会社に任せ、

ＩＥＡＴへの支払いを軽減する予定、ということで特に問題はないとのことであった。

(４) 開発会社に対する提案

　ＩＥＡＴ側から、1990年１月以前に造成された民間開発団地の内、販売用土地の70％

以上の売却が行われた優良開発会社に対して、その管理運営責任を引き受ける旨の提案

が行われた。下記囲み記事は某日系開発会社の事例であり、一般化できるものかどうか

は必ずしも明確ではないが、今回の入居企業調査に基づくＩＥＡＴの管理運営能力の評

価に照らした場合、モラルハザード的な状況が発生してくることが懸念される。
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ＩＥＡＴの提案（某日系開発会社のケース）:

ＩＥＡＴから次のような提案を受けた。

(１) 管理運営業務を引き受ける。

(２) 団地内の事務所･道路･浄水場・堤防などの所有権をＩＥＡＴへ寄付する。

(３) 高級車２台をＩＥＡＴへ寄贈する。

(４) ＩＥＡＴ職員十数名を当該団地へ派遣する。

　民間開発会社の主たる収益源泉は土地販売収入にあり、一般に以後の管理業務は手

数がかかる割にそれ自体の収益化はきわめて難しい。したがって、上記の提案は一見

魅力的ではあるが、以下の理由でこの提案を断わった。

(１) ＩＥＡＴに管理費用負担の予算はなく、管理ずさんに陥り入居企業の不満が高

まる。

(２) 日系入居企業は開発会社の日本における顧客でもあり、その不満は開発会社の

日本本社全体の信用に響き、放置できない。また、いったんＩＥＡＴへ管理責

任を移管すると、その後は原則として管理にタッチできなくなってしまう。

５－３－３　投資誘致政策

(１) 税特典

　ＢＯＩは、バンコク一局集中緩和・地域振興の趣旨によって1993年全国を３ゾーンに

地区割りし、首都圏から離れた第２、第３ゾーンにおいてより税の優遇度を高めてい

る。
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表５－４　地域別税特典

第１ゾーン 第２ゾーン 第３ゾーン

法人税

３年間免除 ７年間免除 ８年間免除。更に５年間50％免除

資本財の輸入関税

50％免除 50％免除 免除

免除（ＥＰＺ） 免除（ＥＰＺ） 免除（ＥＰＺ）

原材料の輸入関税

輸出使用分免除 輸出使用分免除 輸出使用分免除

付加価値税・物品税・輸入課徴金

免除（ＥＰＺ） 免除（ＥＰＺ） 免除（ＥＰＺ）

水道・電気・輸送費の二重控除

不適用 不適用 10年間適用

インフラ整備費用の追加控除

不適用 不適用 25％追加控除

（出所）ＩＥＡＴパンフレット
（注）ＥＰＺは工業団地内のＥＰＺ入居企業のみに対する特典

　ＩＥＡＴの工業団地は一般工業区（ＧＩＺ）と輸出加工区（ＥＰＺ）とから成る。

ＥＰＺはＩＥＡＴ認可の工業団地のみが設置できる用途地区で、輸出割合80％以上の企

業だけが入居でき、その入居企業に対して輸入関税などに関してＢＯＩ特典以上の恩典

が与えられる。

ＥＰＺの長短：

ＥＰＺは税特典はあるが、一般にＧＩＺに比べて入居契約実績はかなり落ちるといわれ

ている。その理由として以下の諸点があげられる。

(１) 輸出割合の条件が厳しく、経営環境の変化に即応しなければならない民間企業に

なじまない。この点はＥＰＺ販売促進の観点から1998年に輸出割合40％に引き下げ

られた。

(２) ＥＰＺ内企業が仕入製品を検品結果に基づきＥＰＺ外の仕入先へ返品するだけで

輸出手続きが必要とされ煩わしい（仕入先は輸入手続き)。

(３) 税関当局の官吏がＥＰＺ企業内に出入りし、種々の介入を受ける。

(４) ＧＩＺとＥＰＺ間の課税恩典の差異は表５－４にみられるように、それほど大き
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くない（ＥＰＺ恩典の改善は、現在のＩＭＦ支援下の財政事情およびＷＴＯ規制に

より、少なくとも短期的には困難であろう)。

(５) ラムチャバンＩＥの場合ＥＰＺのリース料は高い（ＧＩＺの約2.5倍：ＧＩＺ６

万4900バーツ／ライ×年、ＥＰＺ16万5000バーツ／ライ×年)。

(２) ワンストップサービス

　ＩＥＡＴは、ＩＥＡＴ直轄・共同運営の工業団地入居企業に対して土地使用・工場建

設･事業開始などにかかわる許認可（下記）をＩＥＡＴ所定の文書に記入・提出するだけ

で完了するワンストップサービス（ＯＳＳ）を提供している。

表５－５　工業団地入居企業必要手続

主務官庁 必要手続

内務省 土地登記

投資委員会（ＢＯＩ） 投資奨励恩典取得申請

工業省 工場建設・操業申請

商業省 会社登記

社会福祉労働省 従業員雇用

科学技術環境省 環境認可

　これは入居企業にとって便利なサービスではあるが、ＩＥＡＴの本部（在バンコク)・

現地事務所（各団地内）間の所掌事項が混在しており、また原則として書類は各当局へ

回りそこで審議されるものであり、必要に応じて代表者が直接出向いてサインなどを行

う必要がある。

　また、電気（ＰＥＡ)・電話（ＴＯＴ・ＣＡＴ）などの重要インフラの契約手続はＯＳＳ

に含まれておらず、法人税免除などのＢＯＩ特典の取得は直接ＢＯＩへの申請が必要で

あるなどワンストップサービスというには少し物足りない（ラムチャバン工業団地から

バンコクへは車で片道２時間程度であるが、バンコク市内の渋滞等を考慮すれば１回の

バンコク外出は事実上１日ががりとなる)。

　一方、たとえば日系開発会社などの民間団地の場合、それらすべての手続きを開発会

社が代行・支援するため、結局入居企業にとってはＩＥＡＴのワンストップサービスが

民間開発団地に比して特に大きなメリットとは映らないのではないかと考えられるた

め、さらなる改善が望まれる。
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５－４　ラムチャバン工業団地（ＬＣＩＥ）の概要５－４　ラムチャバン工業団地（ＬＣＩＥ）の概要５－４　ラムチャバン工業団地（ＬＣＩＥ）の概要５－４　ラムチャバン工業団地（ＬＣＩＥ）の概要５－４　ラムチャバン工業団地（ＬＣＩＥ）の概要

　ラムチャバン工業団地の施設概要、入居企業数および業種などは以下のようにまとめられる。

５－４－１　施設概要

面積・リース料 ＧＩＺ ＥＰＺ 合計

第一フェーズ 1,278ライ 359ライ 1,637ライ

第二フェーズ 474ライ 512ライ 986ライ

販売面積 1,752ライ 871ライ 2,623ライ

道路側溝・排水路・汚水処理施設・緑地帯・税関・事務棟等 787ライ

(計画中) － (700) (GAC146)  (846ライ)

開発面積 1,752ライ 1,571ライ 4,256ライ

リース料（年額） 64,900Bt／ライ 165,000Bt／ライ －

管理費（月額） 900Bt／ライ 1,100Bt／ライ －

（出所）ＩＥＡＴ　(注）ＧＡＣ：Global Access Center

５－４－２　入居企業数・操業状況

　（1998年８月現在。なお、入居企業数や雇用者数は短期間で大きな変動がある。）

操業状況 ＧＩＺ ＥＰＺ ＳＦ 合計

操業中 37社 26社 7社 70社

建設中 2社 2社 － 4社

未建設 4社 4社 － 8社

閉鎖企業 6社 3社 1社 10社

訴訟中 － － 1社 1社

未契約（空ブロック) － 3 2 5

総ブロック数 49 38 11 98

(出所）ＩＥＡＴ　(注）ＳＦ：Standard Factory
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５－４－３　入居企業の業種分類・面積

業種 企業数・社 面積・ライ

自動車組立・部品 18 (25.7％) 731 (36.0％)

電気電子組立・部品 18 (25.7％) 612 (30.1％)

日用品、織物、軽工業 9 (12.9％) 300 (14.8％)

化学、プラスチック加工 9 (12.9％) 100  (4.9％)

金属加工、機械 4  (5.7％) 57  (2.8％)

運輸 3  (4.3％) 40  (2.0％)

建材、プラント 2  (2.9％) 72  (3.5％)

食品加工 2  (2.9％) 45  (2.2％)

その他 5  (7.1％) 76  (3.7％)

合計 70(100.0％) 2,033(100.0％)

５－５　入居企業調査５－５　入居企業調査５－５　入居企業調査５－５　入居企業調査５－５　入居企業調査

５－５－１　調査企業

　ラムチャバン工業団地入居企業（操業企業70社）のうち、ＪＩＣＡコンサルとＪＩＣＡ／

ＯＥＣＦ共同委託による現地コンサルタント（ＴＤＲＩ）が以下のように分担して訪問調査を

行った。

表５－６　業種別調査企業数

ＬＣＩＥ 周辺地 調査合計

　　　　業種 企業数 JICA TDRI 調査数 TDRI 企業数

自動車組立・部品 18(25.7％) 5(4) 3(2) 8(6) 1(1) 9(7)

電気電子組立・部品 18(25.7％) 5(4) 3(1) 8(5) － 8(5)

日用品、織物、軽工業 9(12.9％) 1 4(1) 5(1) 6(2) 11(3)

化学、紙、プラスチック 9(12.9％) 1 5(1) 6(1) 1(1) 7(2)

金属加工、機械 4( 5.7％) 1(1) － 1(1) 3(3) 4(4)

運輸 3( 4.3％) － － － － －

建材、プラント 2( 2.9％) 1 － 1 2 3

食品加工 2( 2.9％) － － － 1 1

その他 5( 7.1％) － － － － －

合計 70(100％) 14(9) 15(5) 29(14) 14(7) 43(21)

(注）（ ）内は日系企業内数
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５－５－２　調査結果概要

(１) 46％が日系合弁企業で、１／５がタイ企業。以下台湾合弁・香港合弁・欧米合弁の順。

(２) 80％の企業が従業員500名以下の中小企業。

(３) マネージャークラスの大半はバンコクとの二重生活を行っている。マネージャー以外

の従業員の大半はタイ東北部出身、地元出身者は10％以下。

(４) １／３の企業が対1993年比生産高２倍以上に増加。一方、１／４が生産減少。

(５) 過半数の企業が輸出し、しかも輸出企業の過半数が輸出割合80％以上であり、入居企

業の輸出比率は高い。

(６) ＬＣＩＥ内の自動車、ＴＶ・モニター、エアコンはＬＣＩＥ内で一貫生産され、産業

集積が形成されている。その企業数は23社(全70社の33％)、面積上は1011ライ(全2033

ライの50％)。

(７) 外資の過半数を占める日本企業のタイ進出は、プラザ合意後、主に労働集約産業が海

外進出した。その主要動機は、まず日本に近接し成長性の高い東南アジアが選択され、

東南アジアのうち、政治的安定性・宗教の同一性・豊富な国内需要および労働力などに

よってタイが選択された。

(８) ＬＣＩＥの選択動機は、税特典・港に隣接・低廉なリース料・インフラ整備。また社

会インフラが整備している都市（シラチャ。マネージャークラスの大半が居住してい

る）への近接も大きな立地選定上の要因となった。

(９) 上記(６)の産業集積を構成する企業群は、自動車組立メーカーまたはタイ財閥企業の

要請に基づいて進出を決定した。特に自動車部品会社（14社）には事実上工業団地選択

の余地はなかった。

(10) ＬＣＩＥの管理状況に対する日系企業の不満は大きい。道路・水道・電気・雑草・廃

棄物等の管理が雑で苦情を伝えても無視されているため。しかし撤退までは考えていな

い。また、日系以外の企業からは不満は聞かれなかった。

(11) 支援施設は会議場しかないが、入居者の不満は少ない。

(12) 経済危機の影響で、特に自動車産業の打撃は大きく、輸出シフトを急ぐ。時短・人員

削減・投資計画凍結・ドル建て借入金の円建てシフトなどの対策を実施。

(13) 輸出企業はバーツ安を満喫し、さらに為替の安定的な推移を望む。

５－５－３　企業詳細調査要約

　ＪＩＣＡコンサルタントによって行われた企業詳細調査の要約内容を示す。調査対象企業の

概要および詳細調査の内容はおのおのAppendix７調査対象入居企業概要一覧、Appendix８企

業詳細調査結果に示す。なお、調査項目についてはAppendix５入居企業調査項目表（和文）お
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よびAppendix６入居企業調査項目表（英文）を参照。

(１) 進出動機

　日本企業、特に労働集約産業は1985年プラザ合意後の円高・日米貿易摩擦に際し競争

力維持のため海外進出の必要に迫られた。地理的近接・低廉な人件費および経済成長率

の高さから東南アジアが選択され、そのなかから東南アジアの中心的位置・政治的安定

性・日本との宗教文化上の同質性・温和な国民性等を考慮してタイが選択され、タイの

立地のなかからインフラが整備している工業団地が選好され、工業団地のなかから特に

地域ゾーン別税特典・深海港（ラムチャバン港）への隣接・低廉なリース料などが評価

され、ＬＣＩＥが選択された。ＬＣＩＥにおける日系企業の割合は現在46％。

　ＬＣＩＥ選択の優先順位は、各企業の進出目的によって異なる。地域別税優遇措置は

全企業にとって共通のメリットであるが、輸出入取引が多い企業にとっては港に近いこ

とがより重視される。

　なお、税特典は東南アジア諸国間で大差はない。したがって、それは少なくとも外資

企業がタイ進出を決定する決め手とはならず、むしろ東南アジア諸国にとっては外資導

入の必要条件（十分条件ではない）と考えるべきであろう。

税優遇措置：

ＬＣＩＥが立地するチョンブリ県は第２ゾーンだが、特例として最優遇地域である第３

ゾーンに指定されている。したがって、ＬＣＩＥは最高の税特典を得つつバンコクにも

近い(車で２時間)というメリットを有する。

　ＬＣＩＥの入居企業数が最多である自動車産業は、日本の組立会社１社と主に同社へ

納入する部品メーカー17社から成る。この17社の入居動機は、同組立会社の要請が最大

の要因であり、自主的にタイ以外の国およびＬＣＩＥ以外の工業団地との比較を行う選

択の余地は殆どない。

自動車産業：

三菱自動車(株)は自動車組み立てメーカーのなかでいち早くＬＣＩＥのメリットに着目

し、1990年に600ライを契約し、内300ライを日系協力企業10数社に割り当てた。した

がって協力企業群は事実上同社の要請に呼応してＬＣＩＥへの進出を決定した。

　他の大きな入居事例としてタイの財閥企業からの紹介がある。財閥企業がＴＶ・モニ
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ター用ブラウン管分野の将来性を見込み、ＬＣＩＥの土地を確保するとともに知己の日

本企業に声をかけた。このケースでは上記自動車部品産業のような強制力はないが、日

本企業にとっては海外進出に迫られていたタイミングにマッチし、タイおよびＬＣＩＥ

進出の大きな誘因となった。

ブラウン管産業：

タイ財閥の一つであるサイアムセメントグループ(筆頭株主：王室財産管理局)は、タイ

で最初のＴＶ・モニター用ブラウン管の一貫生産拠点をＬＣＩＥに建設する計画を立

て、1985年以降ブラウン管バルブ生産会社として旭硝子(株)、ＣＲＴ生産会社として三

菱電機(株)、ＴＶ・モニター組立会社としてＮＥＣ(株)とおのおの合弁企業を設立し、

誘致した。これらの合弁企業はＬＣＩＥ内にほぼ隣接して立地し、産業集積上のメリッ

トを得ている。タイにおけるブラウン管バルブ生産会社は現在もこの旭硝子との合弁企

業１社のみである。

なお、サイアムグループは、ほかにフランス系タイヤ会社との合弁企業などＬＣＩＥ内

に５社を有し、その合計面積は465ライに達する（販売総面積2623ライの18％)。

(２) 入居後の評価

　日系企業は概して不満が多い。団地内道路・水道・電気・草刈りなどの施設管理が不

備であり、それらのＩＥＡＴに対するクレームがほとんど無視されていることが主な理

由。そのほか港の通関手続上の不満も聞かれた。ただし、投下済資本額の大きさおよび

立地上のメリット等から撤退を考えるまでには至っていない。逆に、経済危機による国

内市場の減少から輸出シフトを強め、深海港に隣接しているＬＣＩＥのメリットが再評

価される傾向にある。

　一方、日系以外の入居者の不満は少ない。これは、タイ人にとっては工業団地のイン

フラが他の生産拠点に比し相対的に優れていることによると考えられる。もちろん工業

団地に入居できる経済力を有するタイ企業は限られているという前提はあるが、それで

も他の民間工業団地の管理状況を知るタイ人はＬＣＩＥの管理レベルの低さを指摘した。

　日本人マネージャークラスは、多くが近隣のシラチャ、パタヤに居住しており、生活

面での不満は少ないが、日本人学校がないこと・公共交通機関の不備などがあげられ

た。タイ人マネージャークラスはバンコクとの二重生活者が多く、団地周辺の町づくり

の課題は多い。

　病院・銀行はＬＣＩＥ周辺にあり、消防・警察・ショッピングセンターは団地から車

で15分のシラチャ市にある。ＬＣＩＥ内部には展示場兼会議室以外支援施設はほとんど
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ないが、入居企業からの不満は少ない。

(３) 経済危機の影響

　調査14社中11社がバーツ安歓迎体質だが、経済危機による販売数量減効果との純影響

は各企業の輸出割合・輸出先・製品競争力に依存する。日本・東南アジア向け輸出の多

い企業は苦しく、米国・ヨーロッパ向け輸出は概して好調。雇用面では例外なく有利に

なっている(買い手市場、賃金上昇率鈍化)。

通貨危機と経済危機の連鎖：

通貨危機、バーツ安・経済危機、国内需要減とは密接不可分の関係にあるが、ミクロ

(個別企業)の観点からはバーツ安＝利益増大を意味するケースが多い。特にもともと国

内販売高が少なく輸出高＞輸入高である企業にとっては無条件にバーツ安歓迎となる。

(1) 通貨危機の連鎖

　経済成長・需要増加･国内供給不足→資本財輸入増加→貿易収支赤字→対外債務増

大→バーツ信任下落→バーツ安＝通貨危機。

(2) 経済危機の連鎖

　バーツ安→短期外国資金の国外流出→国内資金不足→融資削減→不動産価格下落

→担保不足→銀行貸し渋り→企業倒産→失業増加→国内需要減少→企業収益減→経

済成長失速＝経済危機。

(3) 経済回復への連鎖

　経済成長失速→輸入減→貿易収支均衡→バーツ信任回復→バーツ上昇・安定→外

国資金流入＝経済回復。

　経済危機の対策として、現地調達の増加・設備投資凍結、時短・人員削減、為替予

約・ドル建て借入金の円建てシフトなどが採られている。

タイ企業からの資本買取り要請：

タイ側パートナーは国内経済不況から資金不足をきたし、日本側に出資金の買取りを依

頼するケースが相次いでおり、日本企業はおおむねこれに応じ、結果的に日本側の出資

割合が過半数を超える合弁企業が増加してきている。タイ政府も急拠外資所有規制を緩

和し、投資ゾーンにかかわりなく外資100％所有が認められた（ＢＯＩ告示1997.12/3)。
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５－６　評価５項目の視点からみた「ラムチャバン工業基地（ＬＣＩＥ）開発計画」５－６　評価５項目の視点からみた「ラムチャバン工業基地（ＬＣＩＥ）開発計画」５－６　評価５項目の視点からみた「ラムチャバン工業基地（ＬＣＩＥ）開発計画」５－６　評価５項目の視点からみた「ラムチャバン工業基地（ＬＣＩＥ）開発計画」５－６　評価５項目の視点からみた「ラムチャバン工業基地（ＬＣＩＥ）開発計画」

　第５章においては、ラムチャバン工業団地開発計画に関して、関係政府機関および入居企業調

査等に基づいて種々のアプローチから評価を行ってきたが、本５－６節では特に評価５項目の視

点からの評価を行う。

　すなわち、まず評価の基準を上位目標・プロジェクト目標・成果別に整理して「評価サマ

リー」を作成し、次いで評価５項目（目標達成度・インパクト・効率性・妥当性・自立発展性）

ごとにより具体的な評価項目・検証内容・必要データ情報を明確に規定するとともに、それらの

データ情報の入手先を示した「評価グリッド」を作成する（Appendix９評価グリッド（ラムチャ

バン工業基地開発計画）参照)。この評価グリッドに基づいて実際の調査活動を行い、その調査

結果を評価５項目別に「評価結果」として一覧表示する。

５－６－１　評価サマリー

　　　　　　　　　 　　　評価サマリー

上位目標 １．東部臨海地域の工業振興

２．東部臨海地域の産業構造の変革(非公害輸出型軽工業の振興)

３．東部臨海地域への外資導入

４．東部臨海地域の雇用促進

５．地域振興（格差是正・バンコク一極集中の緩和）

プロジェクト目標 高い入居率とその定着

成果 １．入居率・入居企業数

２．雇用者数

３．外資導入金額

４．入居企業の輸出比率

５．首都圏からの企業移転状況

６．企業誘致ノウハウの蓄積

７．誘致希望業種と実際入居企業業種との合致

８．支援サービス・施設の充実および設置

９．工業団地の管理運営・サービスにかかわるノウハウの蓄積

10．ＩＥＡＴの組織再編

11．環境維持
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５－６－２　評価結果

　　　　　　　　　　　　　　　　評価結果

1997年に満杯。重化学工業以外の非公害・輸出型労働集約産業の誘致目標を達

成した。特に通信設備の拡充にかかわる提言は販売促進につながった。

民間投資750億バーツ（内、外資80％超）を導入し、４万8000人の雇用創出。

80％以上が日系などの合弁企業で、現地企業への技術移転進捗。周辺に病院・

学校・商店街・ゴルフ場などが多く建設され、地域開発に貢献。入居産業中最

大の自動車組立メーカーは事実上首都圏からの移転。

ＪＩＣＡ調査はＬＣＩＥ開業１年前にタイミングよく実施され、企業誘致政策

の基本方針決定に貢献。

ＬＣＩＥの誘致目標産業はタイ政府の産業政策に合致し、現在も尚妥当。ＪＩＣＡ調

査の立地期待業種提言（非公害型・輸出志向型・労働集約型・非重化学工業）に

沿った業種選定が行われた。入居企業に対する窓口一本化の提言も有効。

入居企業は今後も定着を希望している。ＩＥＡＴは現在も誘致営業を活発に展

開。管理運営面の課題あるがＬＣＩＥの立地メリット大きく、今後も維持発展

可能。

 評価項目

目標達成度

インパクト

効率性

妥当性

自立発展性
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第６章　今後の「工業団地を核とした地域開発」案件に向けての教訓第６章　今後の「工業団地を核とした地域開発」案件に向けての教訓第６章　今後の「工業団地を核とした地域開発」案件に向けての教訓第６章　今後の「工業団地を核とした地域開発」案件に向けての教訓第６章　今後の「工業団地を核とした地域開発」案件に向けての教訓

　ＪＩＣＡにおける本件評価調査の目的は、主に工業団地開発計画に対するソフト面の評価に

よって今後の地域開発協力にかかわる教訓を引き出すことにある。ラムチャバン工業団地の入居

企業調査から導かれた「工業団地を核とした地域開発」案件にかかわる諸提言を示す。

(１) 建設時期

　タイの工業団地は1985年以後需要急増し、1993年をピークとして供給過剰に反転。

1997年の通貨危機を経て現在全国で約３万ライの売れ残りを抱えている。これはＩＥＡＴ

が関与する24工業団地全面積の約１／２に達する（このほかさらに27団地が現在造成

中、表５－１、表５－２参照)。これによる今後のタイの経済・金融に及ぼす影響が懸念

されており、ＩＥＡＴも政府の命により現在この対策に迫られている。このことは事前

の市場環境調査がきわめて重要であることを示している。

　ＬＣＩＥは1990年に完成・販売開始され、７年間でほぼ完売した。

(２) 立地

　ＬＣＩＥはラムチャバン港に隣接という有利な立地を得ている。また実際の工場操

業・従業員の採用定着にとっては、港に近いこと以上に、病院・消防・警察・公共交

通・学校・商店街・官公庁出先機関などの基本的社会インフラを備えた県庁所在地から

20km圏内(車で20分以内)の立地は必須。

　ＬＣＩＥはこれらの要件をほぼ満たすシラチャ市に車で15分の好立地にある。

　ただし、ＬＣＩＥは深海港、首都経済圏、国際天然ガスを活用した石油化学工業な

ど、ポテンシャルの高い地域であった。これに対し、たとえば東北タイや南タイなどの

ように、貧しい地方を振興するための工業開発、地域開発ではＬＣＩＥとは異なるコン

セプトが必要である。

(３) キーテナントの誘致

　大企業（組立メーカー)・現地財閥など数企業の誘致に成功すればその協力企業群をも

比較的容易に誘致できる可能性が高い。キーテナントの誘致に営業のポイントをおくこ

とによって販売業務が軽減されるとともに、組立メーカーとそれを取りまく裾野産業・

中小企業群から成る工業集積が形成され、地域産業振興に対しても大きな貢献を果たす

ことができる。

　ＬＣＩＥでは開業当初、三菱自動車(株)、サイアム社の２社の誘致によって約1100ラ
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イが契約された。これは全販売面積2623ライの42％に相当する。

(４) 管理運営(メンテナンス)業務の充実

　多くの日系企業がＬＣＩＥの全般的満足度に(×)評価を与えたが、それは日常管理業

務のずさんさによる。ＩＥＡＴの予算不足が根本原因と考えられるが、民間的なサービ

ス精神の欠如も一因と思われる。日系企業の高い要求品質を満たせなければ少なくとも

民間工業団地との競争力は疑問。長期的にはタイの外資導入政策に悪影響を及ぼすもの

であり、管理運営業務の民間委託などの合理化による改善が必要である。

　なお、ＩＥＡＴには英文入居契約書フォームがなく(現在作成中)、またＬＣＩＥ内に

日本語を話すスタッフもいない(英語を話すスタフも事実上所長１名のみ)。これらの

サービス面の充実も必要。

(５) 支援施設

　ＬＣＩＥは支援施設としては会議室だけを備えるが、それすら不要と回答した企業が

多い。そのほか、人材紹介センター・職業訓練所などの支援施設もあれば便利だが、採

算を圧迫する。中途半端な施設は利用されない恐れもあり、テナントが十分集まってか

らその要望をとり入れて建設しても遅くはない。またテナントさえ入ればそのような

サービスを行う民間企業が団地内に入居してくる可能性も高い。

(６) リース契約方式

　ＬＣＩＥは土地賃貸方式であり、リース料も比較的低廉。これは入居企業にとって初

期投資額を抑えることができ、資金計画上大きなメリットを与え、販売促進をもたらし

た。

　逆にこれは金利水準の高いタイにおいてＩＥＡＴ側の資金負担を意味し、そのしわ寄

せが上記管理運営業務(アフターサービス)の不徹底という問題に影響しているのではな

いかと考えられる。管理運営業務のコストを含んだ、より長期的な視野に立った投資採

算計画が必要とされる。

(７) 輸出加工区（ＥＰＺ)

　ＥＰＺは関税特典などを与えることによって輸出振興を図る地区であるが、輸出割合

の条件が厳しく、柔軟な民間企業経営にそぐわない。また関税特典も一般工業区（ＧＩＺ）

と大差なく、リース料もＧＩＺの2.5倍と高い。ＥＰＺは一般に販売不振で、ＬＣＩＥも

売れ残りはすべてＥＰＺである(約70ライ、ＥＰＺ販売面積871ライの8％に相当)。
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　輸出割合条件は当初100％から80％、さらに1998年に40％へ落とされたが、港に税関が

存在するタイにおいてはＥＰＺ内通関手続の簡素化、さらにその存続要否を含めた改善・

検討が必要と考えられる。

(８) ワンストップサービス（ＯＳＳ）

　ＩＥＡＴは、土地使用・工場建設・事業開始にかかわる許認可をＩＥＡＴ所定の文書

に記入・提出するだけですむワンストップサービスを提供している。入居企業にとって

便利なサービスだが、基本的にＩＥＡＴは書類提出の代行を行うにすぎず、許認可権は

ない。また、同サービスには、法人税免除などのＢＯＩ特典の取得、電気・電話の接続

手続きなどが含まれておらず不徹底。同サービスを魅力あるものにするためには、包括

的なサービス内容の検討、関係機関の権限委譲などが必要である。
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　　　　　(((((７７７７７) Siam Asahi Technoglass Co.,Ltd.) Siam Asahi Technoglass Co.,Ltd.) Siam Asahi Technoglass Co.,Ltd.) Siam Asahi Technoglass Co.,Ltd.) Siam Asahi Technoglass Co.,Ltd.

　　　　　(((((８８８８８) Siam NEC Co.,Ltd.) Siam NEC Co.,Ltd.) Siam NEC Co.,Ltd.) Siam NEC Co.,Ltd.) Siam NEC Co.,Ltd.

　　　　　(((((９９９９９) Fujitsu General) Fujitsu General) Fujitsu General) Fujitsu General) Fujitsu General（（（（（ThailandThailandThailandThailandThailand）））））Co.,Ltd.Co.,Ltd.Co.,Ltd.Co.,Ltd.Co.,Ltd.
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　　　　　(13) Multibax Co. Ltd.(13) Multibax Co. Ltd.(13) Multibax Co. Ltd.(13) Multibax Co. Ltd.(13) Multibax Co. Ltd.

　　　　　(14) Acushnet Foot-Joy (14) Acushnet Foot-Joy (14) Acushnet Foot-Joy (14) Acushnet Foot-Joy (14) Acushnet Foot-Joy （（（（（ThailandThailandThailandThailandThailand）））））LimitedLimitedLimitedLimitedLimited
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Appendix１　略語一覧

略語等 原形等 日本語訳等

1 Ｂｔ baht（タイの通貨単位）Bt１＝￥3.18（1999.2/12） US$１＝36.3バーツ（同）

2 ライ Ｒａｉ（タイの土地面積単位） １ライ＝1,600m2

3 ＢＯＩ Office of the Board of Investment 投資委員会

4 ＤＴＥＣ Department of Technical and Economic 技術経済協力庁

Cooperation

5 ＥＰＺ Export Processing Zone 輸出加工区

6 ＥＳＢ Eastern Seaboard 東部臨海地域

7 ＥＳＢＤＰ Eastern Seaboard Development Program 東部臨海開発計画

8 ＦＰＯ Fiscal Policy Office 財政政策局

9 ＧＩＺ General Industrial Zone 一般工業区

10 ＩＥ Industrial Estate 工業団地（ＩＥＡＴ管轄）

11 ＩＥＡＴ Industrial Estate Authority of Thailand タイ国工業団地公社

12 ＩＰ、ＩＺ Industrial Park、Industrial Zone 工業団地（純民営団地）

13 ＬＣＩＥ Laem Chabang Industrial Estate ラムチャバン工業団地

14 ＬＣＰ Laem Chabang Port ラムチャバン商業港

15 ＭＯＩ Ministry of Industry 産業省

16 ＭＴＰＩＥ Map Ta Phut Industrial Estate マプタプット工業団地

17 ＭＴＰＩＰ Map Ta Phut Industrial Port マプタプット工業港

18 ＮＥＳＤＢ Office of the National Economic and Social 国家経済社会開発委員会

Development Board

19 ＯＥＳＢ Office of the Eastern Seaboard Development 東部臨海開発委員会事務局

Committee

20 ＯＳＳ One-Stop-Service ワンストップサービス

21 ＴＤＲＩ Thailand Development Research Institute タイ国開発調査研究財団

Foundation （現地コンサルタント）
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